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序　文

　合衆国がテロリズムに対する世界規模の戦争を始めてから、今年は３年目にあたる

。この戦争は、２００１年９月１１日の憎むべき攻撃を企てた組織に対する戦いとして始

まったが、直ちに、イラクへの侵略と占領統治までを網羅する、より大きく野心的な計

画へと進行した。テロリズムとの戦いの一端として、合衆国は暴力の手段としてのテロ

リズムに満ちた世界を一掃するだけでなく、独裁体制後と、さらに経済が低迷する中

東のために、イラクを成功した民主主義の灯台に作り替える約束をした。

　ジェフリー・レコード教授は、現在までに定義がなされ、実行されたテロリズムとの戦

いの三つの特徴、 （１）米政権がなしたテロリストの脅威の評価基準　（２）合衆国の戦

争の目的の対象と実現の可能性　（３）この戦争の政治的、財務的、軍事的な持続力

　を検討した。彼は、テロリズムとの戦争は、アルカイダに対する軍事作戦とは反対に

、戦略的な明確さを欠いており、非現実的な目標を引き受けており、長期戦になるた

めに継続できないかもしれないと結論した。彼はテロリズムとの戦争の対象を、具体的

な合衆国の安全保障の利益とアメリカの軍事力の限界を踏まえて、規模を縮小する

よう提唱している。

　戦略研究所は、この研究論文がテロリズムとの戦争の目標や方針を超越して、

国家安全保障の議論に寄与するよう願うものである。

戦略研究所所長

ダグラス・Ｃ・ラブレース．ＪＲ
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要旨

　２００１年９月１１日のアルカイダによる合衆国への攻撃を受けて、合衆国政府はテロ

リズムに対する世界規模の戦争（ＧＷＯＴ）を宣言した。しかしながら、この戦争の性

質と要素は、ストレスが溜まるほどに不確定なままである。米政権は、ならず者国家、

大量破壊兵器（ＷＭＤ）拡散国家、世界規模あるいは地域的、一国家に限定のテロ

組織、そしてテロリズムそれ自体を含む、非常に多数の敵がいるとみなしてきた。それ

は、かれらを一つの巨大な脅威に混淆してしまったために、戦略的な明瞭性を外交

方針の中で強調している善悪の判断の明瞭性へと貶め、合衆国に深刻な脅威をもた

らさない国家や非国家の組織との終わりがなく余計な戦いの流れの中に、合衆国を

置いた可能性がある。

　アルカイダとサダム・フセイン政権下のイラクを、単一の、性質の同じテロリストの脅

威として混淆したのは、特に懸念されてきたことである。これは、二者の間の特徴の決

定的な違い、脅威の度合い、合衆国の抑止力と軍事行動の影響されやすさを無視し

た、第一の戦略的な誤りであった。その結果は、イスラムのテロリズムに対する中東の

新しい戦線を確立し、十分すぎるほど制圧が終わっているイラクに対する不必要な予

防戦争となり、警戒を散逸させ、制圧が不可能なアルカイダのさらなる攻撃に対して、

アメリカ本土を守る資源を減らしてしまった。イラクに対する戦争は、ＧＷＯＴに不可

欠ではなく、むしろ回り道なのである。

　加えて、アルカイダとその他の超国家的テロ組織の殲滅、イラクを豊かで、安定した

民主主義国にすること、それ以外の専制的な中東諸国を民主化すること、非正規戦

争の手段としてのテロリズムの根絶、そして（もし可能なら）現実か潜在的かを問わず

に、世界規模の敵へＷＭＤを拡散する国家をなくすことを含む、ＧＷＯＴに掲げられ

た目標のほとんどは非現実的で、合衆国に絶対無比の安全保障を求める見込みの

ない探求を強いる。だから、ＧＷＯＴの目標もまた、政治的、財務的、軍事的に維持

することはできない。

　従って、ＧＷＯＴは具体的な合衆国の安全保障の利益とアメリカの国力の限界に合

致するよう組み直さなければならない。具体的な指標として、次の事柄が必要である

。脅威を分解すること。予防戦争をＷＭＤの獲得を模索するならず者国家への第一

の対処手段から、信頼できる抑止力へと代替すること。アルカイダとその連合組織、

そして本土防衛を最優先目標としてＧＷＯＴの焦点を合わせ直すこと。（選択肢が我

々にあるとして）イラクにおける民主主義的な安定性と、合衆国よりも国際社会のイラ

クの未来に対する責任を果たす準備をすること。そして最後に、地上部隊の水準を中

心に、合衆国の軍事力の水準を再評価すること。



　現段階までに定義付けされ、実施されたＧＷＯＴは、戦略的に焦点が定まっておら

ず、行いうることを遥かに超えて期待されており、十分ではない合衆国軍とその他の

手段を、多すぎる目標を与えることで消散させる危機に陥らせている。これは識別と

集中という、戦略の基本的な原理に反している。



テロリズムに対する世界規模の戦争を制限せよ

序論

　偉大なるプロシアの戦争哲学者、カール・フォン・クラウゼヴィッツは、「政治家と指

揮官が行わなければならない第一の、究極的で、最も重大な決断は、彼らが始める

戦争の種類を明確にすることであり、その本質とは異なるものと見誤ったり、変化させ

ることではない。これはそもそもの戦略上の論点であり、すべてを包含するものである

」
1
 といった。

　２００１年９月１１日の、アルカイダのテロリストによるニューヨークの世界貿易センター

ビルと国防総省への攻撃に応えて、大統領は「世界規模でのテロリズムに対する戦い

」を宣言した。それ以降繰り返し、大統領と米政権高官は「テロリズムに対する世界規

模の戦争」、「世界規模のテロリズムに対する戦争」、「テロリズムに対する戦争」、「テ

ロに対する戦争」、「国際テロリズムに対する戦い」などの複数の表現を用いた。「テロ

リズムとの世界規模の戦争」の頭文字を取った「ＧＷＯＴ」という言葉は、直ちに最も頻

繁に使われる言葉となった。

　ＧＷＯＴの本質と要素は、しかしながら、ストレスが溜まるほどに不明瞭のままである

。米政権は、ならず者国家、大量破壊兵器（ＷＭＤ）拡散国家、テロ組織、テロリズム

それ自体と、非常に多くの敵を想定している。それはまた、イラクとの戦争と、その他

の潜在的な予防的軍事行動に関して、国内政治における支持を集めたり、維持する

目的なのは少なくとも確かだが、彼ら全体をひとつの脅威に混淆してしまった。このた

めに、米政権は恐らく、戦略的な明確さを外交政策の中で模索している道義的な明

確さの下に置き、合衆国を終わりがなく、合衆国に対して直接的にも、切迫的にも脅

威を向けていない国家や非国家の組織との無用の闘争の道に置いた可能性がある

。

　健全な戦略は、脅威を識別し、目的と手段を合理的に調和させることを不可欠とす

る。ＧＷＯＴは、どちらの問題も満たしていない。実のところ、ＧＷＯＴを戦争とみなす

のは間違っているであろうし、ＧＷＯＴにおける軍隊の任務は今なお進行中であり、

軍隊の安全度はあらゆる問題をはらんでいる。さらに、ＧＷＯＴが実在のテロ組織に

対抗させることで、テロリズムという現象に方向付けられているという点で、それ自体が

戦略的な誤りである。テロリズムは政治的な絶望と軍事的な貧窮の拠り所であり、だか

らこそ、姿は消しそうにもない。ＧＷＯＴの本質と要素を理解する試みは、間違いなく

、一般に認識されているテロリズムの定義が不十分だったり、善と悪、つまり我々対奴

らの間の二元論的な闘争というＧＷＯＴの描写により、簡単ではない



　この論文では、ＧＷＯＴを、（１）脅威の評価基準、（２）目標の対象と実現の可能性、

（３）政治的、財務的、軍事的な持続力の三つの観点から検討する。認定された脅威

とは何だろうか。それらは互いにどう関係しているのだろうか。そしてそれらには明確

に優先順序をつけられるのだろうか？　政治的な目標と軍事上の手段は合理的に調

和しているだろうか、合衆国は自分の能力以上のことをやろうとしてはいないだろうか

？　ＧＷＯＴは自国内と海外で政治的に継続できるだろうか、それがかなわないなら、

ＧＷＯＴの野心的な目標は政治的な忍耐と合衆国の軍事力の限界に合わせて調整

されるべきだろうか？

戦争とテロリズム

　これらの問題に入る前に、我々はＧＷＯＴの理解を妨げ続けている二つの問題、そ

の不完全な戦争としての性格付けと、認知されているテロリズムの定義の不完全さに

取り組まなければならない。

ＧＷＯＴは戦争といえるか？

　何十年間以上もの間、アメリカ人の政治に関する議論では、戦争は国内外のすべ

ての種類の敵を相手にする場合のメタファーとして受け入れられてきた。米政権はそ

れ故、貧困や教育の欠如、犯罪、薬物…そして現在はテロリズムに対する戦争を宣

言してきた。政治運動の本部でさえ、作戦室を持ち、戦争は連邦議会において辛口

の議員たちが論争をするために、ますます用いられる用語となっている。戦争は、恐

らくアメリカで最も使われすぎているメタファーである。

　だが、伝統的には、戦争は国家同士や、国家と反政府勢力がその国家の最終的な

支配権をめぐる軍事作戦によって生じるものとされている。どちらの場合においても、

戦争の主要媒体は、正規軍（政府側）と非正規軍（非政府側）の野戦用に編成された

同士で戦われるものである。ところが、テロリストの組織は、そのような野戦用の部隊を

持たず、アルカイダとその協力者たちの場合は、領土を奪う目的を持たない、国家を

超越した組織である。このことと、彼らの秘密が漏れない、細胞化した、伝播性があり

、分散した戦闘序列を考慮すると、彼らが従来型の軍事的な破壊によって屈服するこ

とはないのである。

　実際には、彼らを敗北させる鍵は、情報と政治上の活動の領域の中にあり、軍事上

の活動は重要ではあるが、補助的な役割しかない。アフガニスタンにあったアルカイ

ダの訓練、指揮基地を破壊したこと以上に、優れた情報活動や幸運は、その他の合



衆国のアルカイダに対するすべての実質的な成功の基礎を形成してきた。情報に基

づいた逮捕と暗殺は、師団を撃破したり、船を撃沈することではないが、対テロリズム

の成功の最先端である。ＧＷＯＴと共通点があるとすれば、それは違法な麻薬に対す

る国際的な戦争である。

　ところが、これらテロリズムや麻薬に対する戦争は、職業軍人を含めほとんどのアメリ

カ人にとっては本当の戦争ではなく、合衆国が世界的な力を持ってから、言葉の意

味を理解するようになったのである。戦争を決定する伝統的な基準によれば、麻薬戦

争と類似点があるＧＷＯＴは、戦争以外の軍事行動、言い換えるとＭＯＯＴＷ（とても

便利だが、非公式な用語）として軍事を関与させることを受け入れる。確かに、ＧＷＯ

Ｔには、アフガニスタンとイラクという二つの大きな軍事作戦があるが、これらの作戦は

国家のすべての活動分野だけでなく、その他の多くの国の貢献が集結した、極めて

大規模な戦略と闘争の一部である。これとの厳密な意味での共通点は、時々発生す

る本当の戦争、たとえば、朝鮮戦争やベトナム戦争で味方陣営のために行った戦い

よりも、冷戦時代の非常に大規模で長期間の競争にある。それ以上に、イラクの自由

作戦は合衆国の全軍に、特に合衆国陸軍に、犠牲と、軍隊の伝統的な任務の範疇

にない終わりのない警察活動と国家建設の責務を課している。イラクに対する戦争の

大規模な戦闘活動の段階は、ほとんどの合衆国の地上専用の部隊が正式には訓練

したことがない、現在進行中の反乱の段階へと、予期せず、休むことなく姿を変えた。

　伝統的なほとんどの戦争、特にヨーロッパの伝統で行われた戦争は、始まりと終わり

がはっきりしていた。ある日、戦争行為が布告されるか開始されるかして、ある日、ど

ちらかの側が戦闘を止めることに合意するのである。しかし、戦争と平和の境界線がヨ

ーロッパ世界の外では明確であったことはなく、明確に敗北することがないために、

戦争を止めることを拒否する非正規の敵に対しては明確な勝利を得ることが難しいた

め、冷戦の終結以降は着実に合衆国においてもぼやけてきている。だから、タリバン

とサダム・フセイン政権が軍事的に粉砕されたとしても、戦闘はアフガニスタンとイラク

で継続するどころか、激化すらしているのである。

　伝統的な戦争には、領土を手に入れるとか、敵の軍隊を破壊するとか、あるいは戦

闘を止めるという形で、標準的な勝利の基準もあった。しかし、これらの基準は、別の

勝利の基準のために戦う、非正規の敵に対しては限定的な有効性しかなく、アルカイ

ダのようなテロリストの脅威を勝利の標準に当てはめようとするのは、実質的に無意味

である。テロリズムの専門家、ブルース・ホフマンは、「平地において武装した部隊とし

て機能しないテロリストは、一般的に領土を奪取したり、支配しようとはせず、戦闘に

おいては敵の部隊を慎重に回避し、ほとんどの場合、領土や住民を直接支配したり、

独立させようとはしない」2 と述べている。加えて、アルカイダは、一つにはダニエル・

バイマンが指摘した理由で、印象的な再生力を誇示している。



それは明確に識別できるテロ組織ではない。それは他のグループや個人を鼓舞し、統合させる

道を探す運動である。アルカイダが回復能力を超える損失を受けたところで、数多くの合衆国に

敵意を抱くイスラム主義者の運動があり、合衆国の連合国を打倒する方法を模索し、大量の犠牲

を出すテロリストの暴力に身を投じている…　考える上での鍵は、アルカイダは単一のテロリスト・

グループではなく、世界規模の反乱であるということだ。3

　こうした敵に対して、戦死者と捕虜を数えることは当てにならず、アルカイダの指導

者を捕まえても、危険な工作員が取り除かれて、アルカイダの頭脳の源が入れ替わる

のに寄与するだけである。これはベトナム戦争時の戦死者の累計基準の誤りと同じで

ある。合衆国はアルカイダとの戦いと同じように、合衆国の軍隊によって受けた大打

撃を置き換えるだけではなく、異常に頑強で統制が取れたベトナム人の共産党員と

対決した。（合衆国がベトナムで推進した消耗の戦略は、戦術と作戦の主導権を維持

し続けることによって自軍の損失を制御する能力を持つことに対しては問題があった

。ベトナム戦争において、共産軍はすべての銃撃戦の７５～８０％において主導権を

握っており、損失が許容範囲に近づくと戦闘を中止することを躊躇しなかった4）

　ＧＷＯＴにおける究極的な勝利の基準は、テロリストの攻撃の頻度と範囲が減少す

ること、言い換えれば、事件が起こらなくなることだろう。しかしながら、分析の見地か

らは、これは勝利の基準としては不十分である。事件が起こらないことを抑止の成功

基準とすると、原因と結果の因果関係を知る方法がないのである。さらに、明確に敵

を破壊する対テロリスト活動ですら、意図しない自己破壊的な結果になり得る。米政

権がＧＷＯＴにおける大きな勝利を祝った、イラクのサダム・フセイン政権の打倒のす

ぐ後で、国際戦略研究所が発表した研究論文は、こう言っている。アフガニスタンの

基幹施設を失うというアルカイダの損失と、指導者の３分の１を殺害、逮捕したにも関

わらず、アルカイダは「現在は再構成され、幾分違った方法で活動しているが、より狡

猾で同時多発テロ以前と同様に危険」である。より狡猾になった理由は、西側の「対

テロリズムへの努力は……意に反して、すでに高度に分散化され、見つけにくい、国

境を越えたテロリストのネットワークを、特定し、無力化するのをより難しくしてしまった

」。たとえば、アフガニスタンの基地を破壊することは、アルカイダを「部隊が集団とし

て認識したり、上空から照準できないほどに散開させる」。このために、「対テロリズム

における最大の分け前は、法執行機関と情報機関に負担を負わせているのである」5

　注目すべきは、外見上は、大統領がＧＷＯＴを「新しい種類の敵によって戦われた

、新しい種類の戦争」6 だと明確に認め、戦争という言葉の用法を結びつけたらしいが

、この声明には、国防長官が同時多発テロから一週間後にのべた意見、「我が国が

他に当面したことのないような戦争になるだろう……　我々の敵はテロ組織の世界的



なネットワークとその支援国家である……　この戦争の語彙さえも違ったものになるだ

ろう」7 と同調していることである。

　つまり、ＧＷＯＴは戦争と非戦争の要素を含んでいる。それは、戦闘活動の調合さ

れた混合物であり、戦争以外の軍事作戦であり、多数の政府の非戦闘部局が実行す

る活動である。コリン・グレイはこう述べている。

世界規模のテロリズムと戦うことは…多くの人が明確に戦争と呼んで理解している事を行うだけで

なく、だらだらと続く狩りと多くの類似点を持っている。対テロリストの努力の最先端は、情報機関、

特に情報機関の国際協力、強力な警察活動であると思われる。これらのすべては、相当にもっと

もらしく見えるが、合衆国の国家安全保障戦略が、確実に住所不定のテロリストの追跡を縮小した

ために手段がない。テロリストとその支持者達は、軍事活動のための若干の標的を提供するが、陪

審員たちは、合衆国が最大の守護者である世界秩序を含む、アメリカ人の重要な利益に対して彼

らが挑戦するまで、長いこと待つだろう。8

テロリズムとは何か？

　健全な戦略には明確な敵の定義が必要である。しかしながら、ＧＷＯＴは語義の沼

にはまり込んだ何者かに対する戦争である。合衆国政府内部ですら、異なる部門や

機関では、この問題に対する異なった専門家の展望に基づく異なった定義を用いて

いる。9 １９８８年のある研究では、テロリズムには総計で２２の異なる定義の成分を含

んだ、１０９の定義があるとみなしている。10 テロリズムの専門家ウォルター・ラクェアー

もまた、１００以上の定義を認め、「広く合意されている一般的な性質は、テロリズムが

暴力と暴力の脅威よって生じるということだけである」11 と結論している。けれども、テロ

リズムが、暴力と暴力の脅威に関係する唯一の活動なのではない。戦争を行うことも、

強制力のある外交であり、酒場の喧嘩なのである。

　現在の合衆国の国家安全保障戦略は、テロリズムを単純に「罪なき人々への、計画

的で、政治的な動機を持った暴力」12 と定義している。しかしながら、この定義は、無

実を決定する基準が何であるかによって、誰が罪なき人々なのかという疑問を生じさ

せる。合衆国が１９４５年に日本の都市へ焼夷弾を投下したことは、日本の戦争努力

には何の影響も与えない、女性や子供がほとんどの住民達を確実に恐れさせた。そ

して、現実の暴力に対抗するほどの危険が迫っている、とはどういうことであろうか？　

恐怖を誘引することはテロリズムの主たる目的であり、脅迫行為は恐怖を誘発する手

段ではないのか？　テロリストが攻撃すると強く脅迫することこそ、テロリズムではない

のか？

　国防省の当局者は、テロリズムを「恐怖を植え付ける非合法の暴力を計算づくで行

うこと、故意に威圧したり、政治上、宗教上、イデオロギー上の目標を達成するために



政府や社会を怯えさせること、」13 と定義している。合衆国の「テロリズムと戦うための

国家戦略」は、国家や社会に向けられた非国家的な現象としてテロリズムを同じように

重要視しており、テロリズムは「計画され、政治的な動機を持ち、国家に満たないグル

ープや秘密工作員による、非戦闘員の標的に対して行われた暴力」14 としている。

　これらの定義の両方にある問題は、フランス革命には非政府の者達によって起こさ

れたテロリズムよりもずっと多い数千万人の犠牲者がいるように、国家によるテロリズム

を無視していることである。アルカイダ、タミル・タイガーとセンデロ・ルミノソなどが人を

殺害した数は、スターリン時代のロシアや、毛沢東の中国、カンボジアのポル・ポト派

、そしてサダム・フセイン政権下のイラクなど国家によるテロリズムには見劣りする。こ

れらの定義から国家によるテロリズムを除外することにより、暴力的な国内の対立、筋

の通った不満に基づく対立の国々（たとえば、サダム・フセインに対するクルド人やシ

ーア派の反乱）にすら、道義的な疑念という恩恵を与えるだけでなく、そうする際に、

国家の内部対立にテロリズムの名を与え、アルジェリアにおけるフランスや、チェチェ

ン共和国におけるロシアによって実践された、対テロリスト作戦という名のテロリズムを

含む、必要と思うことは何でも行う手法を採用させる。

　テロリズムに関する恐らくは不注意な現代語は、コナー・ガーティが言う、「既存の秩

序の雄弁な家来と、どんなものにしろ、どの程度にしろ、憎むべきその活動そのもの」

になってきている。なぜなら、米政権はテロリズムとテロリストに、悪の中の最たる悪と

いう役割を当て、テロリストがすることは「常に間違っており、また、彼らを打ち負かす

対テロリスト活動は、それ故にいつでも当然のように善である」といっている。既成の

政権の性格、それに対抗する可能性がある活動の種類、暴力が引き起こ倫理的な難

問、これらの複雑な要素はテロリストというラベルが持つ現代の力に対してほんの僅

かな問題も生じさせることはない」。15 だから、パレスチナ人のテロリズムは、アリエル・

シャロンが平和主義者として認められている限りは有罪と宣告される。リチャード・フォ

ークはこう述べている。

言葉や概念としてのテロリズムは、非国家の形の暴力は、いかなる強制や報復の手段も受け入れ

られないとみなすほど凶悪だということを話し合うことで、合衆国とイスラエルを提携させてきた。こ

の挑発的な言葉の意味を、そのような独善的な態度に適合させることによって、テロリズムをフラン

ス革命へ遡る本来の歴史的な連想を断ち切ってしまう。その発達の過程において、その国家から

市民に対する政治的な暴力行為、暴力が恐怖をまき散らし、政治的目標を達成するよう狙うことは

、テロリズムと名付けられる。16

　テロリズムを取り巻く定義の沼地は、目標を模索し、手段を決めるという教訓的な関

係を、別の観点から眺めることをほとんど阻止してしまう。テロリズムの詳細を考慮する



ことなく、政治的な満足や軍事的な影響力のために、すべてのテロリズムを悪と呼ぶ

のは簡単だが、それは好むと好まざるに関わらず、反対の立場では物事が違って見

えることを妨げてしまう。すべてのテロリズムを無条件に悪と呼んで非難することは、そ

の政治的な背景を剥ぎ取り、それが元々軍事的無力に近いものだということを無視す

る。これはテロリズムを容認するのではないが、理性的に政治的な選択を考察するた

めの認識としては単純すぎる。

　ゲリラ戦のようなテロリズムは、非正規戦争17 や、Ｃ・Ｅ・コールウェルが１８９６年の古

典的な著作「小さな戦争　その教訓と実践」の中で定義した、「正規兵で構成される二

者が行う軍事行動以外」18 による小さな戦争の一形態である。こうしたゲリラ戦のような

テロリズムは、時と場所を選べば負けることがない正規兵（言い換えるなら、在来型の

軍隊）に対抗するための弱者の武器である。政治的な解決の見込みがない限り、テロ

リズム（多くはゲリラ戦による軍事活動）を含む非正規戦争を以外の選択がないことは

、政治的絶望や軍事的無力を横行させることにならないか？　パレスチナを統治して

いた英国に対するユダヤ人のテロリズム、（後にノーベル平和賞を受賞するメナヘム・

ベギンが指揮した）１９４６年にイルグーン団がエルサレムのキング・ダビデ・ホテルを

爆破した事件（ユダヤ人１７人を含む９３人が死亡）は19、ユダヤ人の国家建設を確実

にするための手段として認められるだろうか？　「テロリズムは冷酷な独裁政権を打倒

する手段であり、許容できない虐待に当面した自由を求める人々の最後の手段とし

てだけ認められる」とラクエァーは主張する。「こうした状況では、テロリズムは犯罪とい

うよりは、道義的な義務といえる。ヒトラーやスターリンを早い内に殺せば、大勢の人

々の命を救えただろう」20　端的にいえば、選択肢が二つの悪しかない環境において

は、より小さな悪を選ぶのが正しくはないか？　合衆国は、ヒトラーを倒すためにスタ

ーリンと一緒に戦う方を選び、このことは実質的に、イラクの戦争において、アヤトラ・

ホメイニが率いるイランと戦うサダム・フセインと共闘することに発展した。どちらのケー

スでも、合衆国は自らを、二つの２０世紀で最大の国家レベルのテロリズムの実践者と

、当時さらなる巨大な悪とみなしていた相手を打ち破るために連携させた。

　灰色の世界の中では、白と黒の判断はほとんどつかない。ある人にとってテロリスト

であるならば、事実上、他の人とっては愛国者なのだ。「武装したクルド人はイラクに

おいては自由の戦士だが、トルコにおいてはテロリストではないか？」とトニー・ジュド

は問うている。「合衆国と手を組んだ時は、アルカイダのテロリスト志願者は、アフガニ

スタンで（ソ連に対する）戦争を手助けしたのではないか？」21

　事実、テロリズムの定義について合意することが、特定のテロ組織に対する対テロリ

スト活動を推し進めることはほとんどない。我々は、目に入るテロリストの行為を知って

おり、アルカイダが敵であることを知っている。しかし、一貫した定義上の合意がない



ことは、現象そのものに対処するのに不可欠な構成要素であるテロリストの研究を妨

げる。

ＧＷＯＴにおける脅威の評価基準

脅威の特定

　米政権はＧＷＯＴについての見解を、ＧＷＯＴは報復行動であるということの兆しを

含めて、「アメリカ合衆国の国家安全保障戦略」と「テロリズムと戦うための国家戦略」

を含む沢山の公式声明と公文書の中で、綿密に作り上げてきた。「世界規模のテロリ

ズムを打破するための同盟の強化と、我が国と友好国への攻撃を防ぐ努力」と名づけ

られた「アメリカ合衆国の国家安全保障戦略」の第３章は、次に引用する、ブッシュ大

統領が２００１年９月１４日に、ワシントンのナショナル・キャセドラルで行ったスピーチ

から始まっている。

そうした出来事から三日間が過ぎたが、アメリカ人は未だに歴史に対して距離を置い

ていない。しかし、我々の歴史に対する責任はすでに明白であり、これらの攻撃に応

酬し、世界の敵を駆逐することである。22

第３章では、宣言が行われている。

合衆国は世界規模のテロリズムに対する戦争を戦っている。敵は単一の政治体制で

も、個人でも、宗教でも、イデオロギーでもない。敵は、罪なき人々に対する、事前に

準備された、政治的な動機を持った暴力である。

多くの地域において、永続的な不満は、永続的な平和の出現を阻害するものだ。こ

うした不満は、政治的なプロセスの中において解決されるべきものだ。しかし、テロを

正当化する理由はない。合衆国は彼らの要求を受け入れることはなく、交渉すること

なしに攻撃するだろう。我々はテロリストと彼らを故意にかくまう者たち、彼らを助ける

者たちを区別することはない。23

第５章で、「大量破壊兵器を持ち、我々と我々の同盟国、友好国を脅迫する敵を

阻止すること」を、テロリズム、ならず者国家とＷＭＤに関連づけている。冷戦の終焉

に引き続いて……

ならず者国家とテロリストによる新しい熾烈な挑戦が表面化してきた。こうした同時期

における本当に破壊的な力は、ソビエト連邦から我々に向けられているのではない。

しかしながら、これら新しい敵の性格と動機、これまでは世界で最も強力な国家が持



つだけだった破壊力を手に入れようとする決意、彼らが我々に対して大量破壊兵器

を用いる可能性は、今日の安全保障の環境をより複雑かつ危険にしている。24

ならず者国家は、下記のような国家だとしている。

・ 統治者個人の利益のために自国民を殺戮し、国家の資源を浪費する

・ 国際法を守ろうとせず、隣国に脅威を与え、締結国に対して国際条約を冷

淡に破る

・ 大量破壊兵器と共にその他の先端の軍事技術の獲得を試み、自国政権の

攻撃的な計画を遂行するために脅迫や威嚇に用いる

・ 世界規模のテロリズムを支援する

・ 人類の基本的な価値観を拒絶し、合衆国とその側に与するすべてのものを

憎悪する
25

「国家安全保障戦略」では、イラク、イラン、そして北朝鮮をならず者国家に指定し

、「我々は、ならず者国家とそれらテロリストの顧客達が、合衆国と連合国や友好国を

脅迫したり、大量破壊兵器を使用できるようになるのを阻止する準備をしなければな

らない」と宣言している。26 そしてこれは、「ならず者国家とテロリストの目標を顧みて、

合衆国はもはや我々が過去に取った対応の取り方を当てにすることはまずない」27 こ

とを意味する。なぜなら。我々の敵はＷＭＤを最後の手段としてみておらず、むしろ「

脅迫や軍事的侵略の道具としての……とっておきの兵器」とみている」ためで、「合衆

国は、もし必要なら先制的な行動を取るだろう」28

脅威の核心は、政治／宗教的過激思想とＷＭＤの潜在的な結合であり、大統領が

「改革主義とテクノロジーの十字路」と呼んだものであり、脅威は「アメリカ人はそれら

が完全な形になる前に、そうした間近に迫った脅威に対して行動を取るだろう」29 とい

うほど深刻である。２００２年６月の陸軍士官学校での演説において、大統領は「化学

、生物、核兵器が、弾道ミサイル技術と共に拡散した時……それが起こった途端に、

弱小国や小さな集団ですら、強大な国家を攻撃するための壊滅的な力を手に入れる

ことになる」30 と詳細に述べた。これ以降、国防総省は、「テロリストのネットワーク、テ

ロ国家と大量破壊兵器の結びつきは……小さく弱小な国家や、個人で構成される比

較的小さなグループという強大な敵対者を作る可能性がある」と口にするようになった

。31

「テロリズムと戦うための国家戦略」は、詳細な行動計画である。この公文書は、テ

ロリズムを「事前に計画され、政治的な動機を持った非戦闘員に対して行われた、規

模が国家に満たないグループや秘密工作員による暴力行為」32 と定義しており、「我

々の目標は、アメリカ人や全世界の文明的な人々がテロリストの攻撃による恐怖なし



に生活できるように導くことである」33 と明言している。これは、「テロリストグループに

対する直接的で間断のない戦略は、彼らの成果の累計にまずヒビをいれ、やがて悪

化させ、究極的にテロ組織を殲滅する」34 と確約している。この公文書の「序文」は終

わりに、「人類の力は、あらゆる形態においてテロリズムを敗北させる」35 と書いている

。

　「テロリズムと戦うための国家戦略」はそれから、その世界化、テロ組織の相関性、Ｗ

ＭＤの拡散など、今日のテロリズムの脅威の性質の評価へと進む。「テロリストの脅威

は、最新のテクノロジーで可能になった、グループ内やそれ同士の緩い結びつきによ

って特徴付けられる、柔軟性を持つ、国境を越えたネットワークの構造である」。36 テ

ロ組織は三つの段階で機能している。「最初の段階ではテロ組織は単一の国家の中

で主に活動している。彼らの勢力は限られているが、国際的な環境の中では、彼らの

行動は国際的な重要問題になり得る」。次は、これらの組織が、「地域的に活動する

最低でも一つの国際的な国境線を越え（つつある）、地域的に活動する」。三番目は

「世界的な活動領域を持つテロ組織である。彼らの活動範囲はいくつかの地域に及

び、その野心は国境を超え、全世界に向かう」37

　現在は、組織の三つのタイプはどれも、「情報、人材、専門家、資産、そして安全な

隠れ家を共有」する作戦上の連携によって直接つながっており、「同じイデオロギー

上の議題を促進し、互いに彼らの大儀に好意的な国際的なイメージを育てる努力を

強化する」。従って、合衆国は「彼らを地勢上の領域を超えて追いかけ、敗北させるた

めに、その強さを選ばず組織間の連鎖を断ち切り、孤立させ、露出させ、無防備にす

る」。38 いい換えると、国家的、地域的、世界的なテロリズムの結びつきは、その地域、

国家にいる支持者に対する対テロリズム作戦を同時に行わない限り壊滅できないよう

な、世界的な規模を持つテロリズム」なのである。この意見は、世界規模と地域規模の

組織…それから地域規模と国家規模の組織……と漸進的に連鎖を断ち切り、数少な

い最も脅威の小さい国家段階のテロ組織を除くすべての破壊と消滅を描写した「戦

略の運用」と名づけられた添付図によって強調されている。39 つまり、この戦略には、

合衆国の利益に脅威をもたらすかどうかに関係なく、あらゆるすべてのテロ組織への

対テロリスト作戦が、潜在的に含まれている。この戦略が遠慮しているのは唯一、財

源獲得の可能性についてのみである。

　「テロリズムと戦うための国家戦略」は、「我々は文明的な社会を持つ沢山の国家を

脅迫するために最新技術とＷＭＤを結びつけようとするテロリストを許さない…我々は

、合衆国を友好国や同盟国を一体化してでも、我々の生活の脅威であるテロリズムを



殲滅しなければならない」40 ということを含んでいる。しかし、テロリズムを打倒するのこ

とは、それだけに終わるのではなく…

テロリズムの世界を駆逐するのは、拡張された目的の本質要素である。我々は、より多くの国や人

々を、共に共有できる価値、たとえば、人間の尊厳、法による統治、個人の自由の尊厳、開放的で

自由な経済、信仰の自由のような価値を持つ世界的な一貫性に統合された国際秩序を打ち立て

ようと努力する。我々は、例外のない基準としての、これらの価値観に取り囲まれている世界が、テ

ロリズムの拡大に対する最高の対抗策であることを理解している。これが、我々が今日、打ち立て

なければならない世界である。41

脅威の混淆

　米政権は、合衆国の国家安全保障の利益に対する、広範で国際的なテロリストの

脅威を次のように評価している。（１）テロ組織の三つの地勢上の段階　国家、地域、

世界。同じように、（２）ならず者国家―特に、サダム・フセイン政権のイラク、イランそ

して北朝鮮。この脅威のリストにはまた、（３）テロリストやならず者国家にＷＭＤを拡散

する特定の個人や団体。さらに、（４）失敗国家　タリバン政権下のアフガニスタンのよ

うに、海外のテロリストのスポンサーにはならないだろうが、好むと好まざるに関わらず

、隠れ家を提供したり、組織がすることを手助けしたりする国。

　しかしながら、テロリズムに関する米政権の言葉を試すには、識別は初語ではない

。米政権の言葉使いは明確ではなく、たとえば、戦略的上も作戦上も、テロ組織とな

らず者国家の間には重大な違いがないという問題がある。ならず者国家は、要するに

「国家安全保障」がうたう、「自国民に対して非人道的であること」と「世界的なテロリズ

ムのスポンサー」である。加えて、ならず者国家と、少なくともいくつかの世界規模のテ

ロリズム組織は、どちらも共に合衆国を憎悪し、ＷＭＤを入手したがっている。米政権

はならず者国家とテロ組織は、抑止力が効かない複数の基準という、危機的な特質

をも共有していると信じている。

冷戦時代には、我々は主に、現状維持と敵対者の危険を回避することに直面していた。抑止力は、

効果的な防衛でもあった。しかし、抑止力は、報復の恐怖にだけ基づいており、さらに危険を冒して

、自国民の命や自国の富を一か八かの冒険にさらそうとするような、ならず者国家の指導者には、あ

まり機能しないらしい。

抑止力の伝統的な概念は、非人道的な破壊や罪なき人々を標的にする戦術を公言しているテロ

リストの敵に対しては機能しないだろう。彼らは死による殉教を探し求める兵士といわれており、最

も強力な防備は国籍を有しないことである。42

　イラクとの戦争が近づくと、米政権はサダム・フセイン政権とアルカイダを結ぶ共謀

を力説し、独裁者がアルカイダにＷＭＤを引き渡すという不安な見通しを惹起し、サ

ダム・フセインが同時多発テロに直接手を下したという見解を助長した。戦争が終わ



った時点で、テロリズムとの戦争における勝利として、サダム政権の崩壊は歓迎され

た。

　２００２年９月に、ブッシュ大統領は、「テロリズムとの戦争を語る時に、アルカイダとサ

ダムの違いを識別できるわけがない。彼らはどちらも、悪質さにおいても、邪悪さにお

いても、破滅性においても同じだ」と表明した。彼は、「危険は、アルカイダがサダムの

邪悪さと、憎悪と、大量破壊兵器とを世界中にばらまく可能性を拡張していることだ」

と付けくわえた。43

　彼がイラクの自由作戦をはじめるちょうど二日前、２００３年３月６日の公式記者会見

で、大統領は、サダム・フセインは核兵器を手に入れば、すぐに複製を行うだろうとほ

のめかして、イラクに対する戦争の理由を同時多発テロに結びつけた。「サダムは脅

威だ。そして、我々は彼が攻撃を開始するまでは待てない」と彼は言った。「サダム・

フセインと彼の（大量破壊）兵器は、我が国への直接の脅威だ」と彼は改めて表明し

た。「もし、世界がイラクの政権による脅威と対決できなければ、自由国家は巨大で受

け入れがたい危険を負うことになるだろう。２００１年９月１１日の攻撃は、４機の航空機

によって、アメリカの敵が何であるかをはっきりさせた。我々はテロリスト国家が大量破

壊兵器を使えるようになるまで待つことはできない」。後に、彼は公式に述べた。

サダム・フセインは我々の国への脅威である。同時多発テロは、少なくとも私が関心を持っていること

においては、戦略的な考え方を、この国を守る方法に変えさせた……サダム・フセインのような人物

を封じ込められるとか、海洋が彼のようなタイプのテロから我々を守っているといった考え方は時代遅

れだ。同時多発テロはアメリカの人々に、我々が今は、テロ組織の手にある大量破壊兵器が、自宅

にいる我々を破壊できる戦場にいることを教えた。

イラクとの戦争の人材と財政的な損失について質問されると、ブッシュ大統領は「何も

しないことの代償は、行動することの代償を上回る……９月１１日にアメリカ……を攻

撃した代償は甚大（だった）……そして、私はそのチャンスを再び与えるつもりはない

」、「９月１１日の教訓……は我々が攻撃で傷つきやすかったということだ……そして

我々は、海の向こうに大終結した脅威を捕らえなければならない」と答えた。44

　２００３年５月１日、ブッシュ大統領はイラクでの主要な戦闘活動の終結を宣言し、「イ

ラクでの戦闘は、２００１年９月１１日に始まったテロとの戦争の一つの勝利であり、現

在もまだ続いている。あの恐ろしい朝、１９人の邪悪な男達、憎むべきイデオロギーを

持った突撃部隊が、アメリカと文明世界に彼らの野望を垣間見せた」。ブッシュは後

に付け加えた。



イラクの解放は、テロに対する軍事行動において、ひとつの重大な前進だ。我々はアルカイダの

同盟者を取り除き、テロリストの財源を断ち切った。そして、政権が存在しなくなったことで、テロリ

ストのネットワークが、イラクの政権から大量破壊兵器を入手できなくなったのは確実である。世界

を変えた（９／１１の攻撃以来）この１９ヶ月、我々の行動は、焦点が絞られ、慎重で、攻撃者に対

してふさわしいものだった。これらの攻撃により、テロリストと彼らの支援者達は、合衆国に対して宣

戦を布告した。これは彼らが手に入れた戦争だった。
45

　それ故、大統領は、少なくともサダム・フセイン政権のイラクとアルカイダの関連は、

完全に統制された、合衆国への抑止不可能なＷＭＤの攻撃の直接的なテロリストの

脅威だ、とみなした。脅威はイランと北朝鮮、同様にしてイランと北朝鮮、同様にして、

サダム・フセイン支配下のイラクを含めて、ＷＭＤを「威嚇と軍事侵攻の道具」のため

の「究極の兵器」とみなすならず者国家へ拡大するとほのめかし、「これらの国家が、

我々がならず者国家の攻撃的な行為を抑止、撃退することを阻止するために合衆国

と同盟国を脅迫しようとすることを容認するかもしれない」46 だから、脅威としてのテロリ

スト、テロ組織、そしてテロリスト国家は、まったく同一なのである。

脅威の混淆による影響

　残念なことに、異なった計画と、合衆国に対する脅威のレベルがある、ならず者国

家とテロ組織を分離できない脅威として一つにしたことは、ならず者国家内での、テロ

組織内での、そしてならず者国家とテロリスト・グループの決定的な違いを不明瞭にし

た。１９５０年代における、一枚岩だった国際共産主義者の特筆すべき基礎条件は、

アメリカの為政者に、地域環境への影響力と唯一性、国家的、歴史的、あるいは文化

的な違いとブロック内の対立を見守る判断を失わせたことだった。共産主義は、主と

して国際的な共同謀議を指導した。いたるところにいる共産主義者がいて、合衆国へ

共通の脅威を突きつけた。識別不能というこの結果は、クレムリンが東南アジアにお

いて計画した勢力拡大をより少なく認識したために、ベトナムにおける米軍の軍事侵

攻に大失敗をもたらし、定義に関しては、歴史的に理解しうるそれ自身の政治的課題

を見落としていたのである。

　テロ組織とならず者国家の両方は、暴力を信奉し、現行の国際秩序に敵対している

。合衆国の中の共通の敵、中東におけるならず者国家とテロリスト組織、イスラエルの

中の共通の敵は、多くは共通している。国際的な無宿人として、彼らは頻繁に互いに

連絡を取り合い、時には連携する。しかし、こうした連携の目的と耐久性は、地域環境

においては極めて不安定なものである。さらにいうと、ならず者国家とテロ組織は、性

格と合衆国の軍事力に対する脆弱性において、根本的に異なっている。テロリズム組

織は、彼らが人質を取る可能性があるという僅かな強みと、「国家安全保障」が指摘

する「非国家であるという最も強力な防備」47 を持つことで特徴付けられる、秘密主義

で、とらえどころがない、非国家の組織である。対して、ならず者国家は、明確に領域



、人口、政府施設、その他の資産を定義できる主権を持った集団で、それ故、テロ組

織よりも数段大きな軍事攻撃にさらされる。

　別の言い方をするならば、テロ組織と違い、ならず者国家の政権が正反対のことを

熱弁しようとも、ならず者国家は効果的な抑止力の影響を受けやすく、それ故、予防

戦争の潜在的な目標となることと、それに関連する損失と危険によって、国家の存続

を保証できない。アルカイダが運搬可能な核兵器を入手していれば、同時多発テロ

で使っただろうということに疑念の余地はない。しかし、ならず者国家の過去は明らか

であり、懲罰として報復攻撃を行い、受け入れがたい損失を被らせる能力を持った敵

対者に対してＷＭＤを使ったことはない。サダム・フセインは１９８０年代に無力なクル

ド人とイランの歩兵部隊に化学兵器を使用した。しかし、彼は、１９９１年の湾岸戦争

において、こうした兵器を合衆国やイスラエルの軍隊に対して使うことを自制し、その

後の十年間のある時点でこれらの兵器の所有を放棄したようである。48 サダム・フセイ

ン政権のイラクよりも遥かにＷＭＤの装備の点で進んでいる北朝鮮は、この十年間、

繰り返して韓国と合衆国を、戦争をすると脅迫してきたが、未だに開戦していない。

　サダム・フセインと北朝鮮が行動しなかったことに、抑止力以外の説明がつくであろ

うか？　もちろん、これを検証する手立てはないが、彼が核兵器を手にしたら合衆国

に戦争行為を仕掛けるつもりだという証拠はなく、むしろ、ならず者国家の政権は、そ

うした兵器は、合衆国が彼らに対する軍事行動を抑止する手段とみなしている。興味

深いことに、一年前に国家安全保障担当大統領補佐官になったコンドリーザ・ライス

は、抑止力がサダム・フセインに対処する信頼できる最高の手段だと発言している。２

０００年１月、彼女は「外交問題」誌に書いた記事の中で、イラクに関して、「第一の防

衛線は…彼らがＷＭＤを手に入れても、それを使おうとすれば国家規模の殲滅を招

来するために使用不能となる…という明瞭で古典的な抑止力の説明文なのです」と

公言した。彼女は、ならず者国家は「遠からずなくなる」ので「彼らにうろたえてはなり

ません」49 と付け加えた。テロリスト達が国籍を持たないことが最大の潜在的防備なら

ば、国籍を持つことは、ならず者国家の最大の戦略上の弱点だろうか？

　いかにも、ならず者国家は、本質的に攻撃的で、地域的な安定の脅威である。さら

に、サダム･フセインの戦争前の蛮行や、疑いなく狂っていたという非難は、大幅な誇

張だとはいうものの50、ならず者国家の指導者が蛮行や狂気に陥らない保証はない。

大事なのは、ならず者国家の行為が、今のところは信憑性があり受け入れがたい報

復という脅威を通して、納得できる抑止力の証拠を提供していないということだ。なら

ず者国家の政権は、実際に普通の国家よりは危険な傾向があるが、それは彼らが自

身で生き残り、目的と手段を合理的に計算できるということではないか？



　サダム･フセインのイラクと、オサマ・ビンラディンのアルカイダを混淆したことで米政

権は、合衆国と戦争中ではなく、直接あるいは切迫した合衆国への脅威でもない、合

衆国が交戦中だったテロリスト組織から合衆国を防衛するために警戒と努力を犠牲

にして予防戦争を始めることにより、ＧＷＯＴを必然的に拡大した。51 イラクに対する

予防戦争に反対する、ブレント・スコウクロフトとズビグニュー・ブレンジスキーなど前

国家安全保障担当特別補佐官、マデリン・オルブライト前国務長官は、イラクとアルカ

イダの性格、目的、脆弱性を識別し、アルカイダの脅威は、より切迫的で、より危険で

、防衛するのが困難になりつつあると、正しく論じていた。彼らは、イラクとの究極的な

戦争は、イラクへのアメリカの戦略上の警戒を、本土防衛に使う資金と資源を増大さ

せることによる浪費で逸らせ、イラクとのアメリカの戦争が、アルカイダに対する戦争に

勝つための、決定的な諜報機関の情報を共有する重要な国々の意欲を失わせるた

めに、世界中で、特にイスラム教徒に人気がないために、アルカイダとの戦争を不可

避的に脆弱にすると危惧していた。52

　戦略的な見地からは、イラクの自由作戦はＧＷＯＴの一部分ではなく、むしろ、アル

カイダとの避けられない戦争から目を逸らさせるのにとっておきの戦争である。実は、

それは合衆国がサダム政権崩壊後のイラクに秩序と合法的な政府を打ち立てるのに

失敗したとすると、より多くを散逸させるだろう。テロリズムの専門家ジェシカ・スターン

は２００３年８月に、バグダッドの国連本部爆破事件は、「アメリカが、テロリストの脅威

がなく、それに変貌することもなかった国だけを占領してきた最新の証拠である」と警

告した。ＧＷＯＴと名付けられて始められた戦争が、最後には「正確には、米政権が

テロリストの温床と呼ぶ状況。国家がその国境を統制できず、その市民に基本的に必

要なものを提供できない状況」53 を作り上げたとは、皮肉でしかない。前中央情報局（

ＣＩＡ）の対テロリズム作戦の責任者であり、アナリストである、ビンセント・カニストラロは

、「戦争の前に、サダムと国際テロリズムとの関連を示す実質的な諜報情報はない。

今、我々は、イラクがアメリカを攻撃しに来る場所という状況を作り出そうとしている」と

、この見解に同意している。54

ＧＷＯＴにおける方針

目標

　脅威の混淆はＧＷＯＴを、集団（多数のテロ組織とテロリスト国家）、タイプ（非国家、

国家、失敗国家）と地勢的な位置（アルカイダだけで、６０の国家に下部組織を持って

いる）の数の点で信じがたいほど多数の敵に対する戦争にした。テロリズムに対する

世界的な戦争は、それだけでなく、テロリズムの達人たちに対する戦争というだけでな

く、テロリズムという現象そのものに対する戦争でもある。その目標は、テロリストと彼ら



が用いる暴力の手法をどちらも殲滅することである。「テロリズムと戦うための国家戦略

」は、「テロリスズムを殲滅すること」を急ぐべきで、「テロリズムの打倒は、我が国の主

要で最優先の課題である。これが、ブッシュ大統領が言うところの、我々の叫び声で

ある」55 と述べている。実際に…

我々はテロリズムを非合法化するために合衆国のすべての権力を使用しており、すべてのテロリ

ズムの行為は、奴隷制度、海賊、大量虐殺など、責任ある政府が許容したり、支援することがなく、

何人も反対する行為と同じだとみなされることを明らかにしている。簡単にいえば、我々の友好国

や同盟国と共に、我々は、非支援、非容認、そしてあらゆるテロリズムとの積極的対決を必要とす

る、テロリズムに関する新しい国際的な規範を確立することを目的としているということだ。56

　ＧＷＯＴの目標は、ならず者国家を必要に応じて強制的に政権交代させること、少

なくともイラクを、中東の政治的転換の先駆者として、成功した民主主義へ転換するこ

とである。外国の政権を倒すために脅迫や武力を行使するのは、合衆国にとっては

今にはじまったことではない。２０世紀の間、合衆国は中央アメリカと西インド諸島、時

には東半球（たとえば、１９５３年のイラン、１９６３年の南ベトナム、１９８６年のフィリピン

）でも数多くの政権転覆を推進してきた。

　民主主義に対して、米政権は、イラクと中東の政治体制の変革は、それが同時多発

テロを含むイスラム主義者のテロリストの基本的な源泉で、それが近代的な経済を生

み出す能力がない、政治面で抑圧的な政権が群立する地域が持続する理由と考え

るので、ＧＷＯＴの責務だと信じている。米政権にとって、中東の政治的な現状は、同

時多発テロを引き起こしたイスラム過激主義を生んだことから、もはや受け入れられな

い。これは、ポール・ウォルフォウィッツ国防次官が２００３年７月下旬に「いま、イラクで

平和を勝ち取ることは、テロリズムに対する戦いの中心的な戦いである」57 と宣言した

ことであり、コンドリーザ・ライス国家安全保障担当大統領補佐官は「イラクを変革する

ことは、憎悪の思想が繁茂しそうにない点で、大きく異なる中東の中心的な要素となり

得る」と主張した。58 大統領自身は戦争以前はこの目標を是認しており、２００３年２月

２６日の、新保守主義のアメリカン・エンタープライズ研究所での演説で、「イラクの解

放は、重要な地域に希望を与え、人々の生活を進歩させる変革で、自由の力を発揮

するだろう。イラクの民主的な新政権は、この地域の他の国々に自由の劇的な見本を

示すだろう」　大統領は、合衆国が敗戦後のドイツと日本を民主主義国に変革したこ

とを引き合いに出し、その時点で、「多くの人が、日本とドイツの文化は、安定性のあ

る民主主義的な価値観を受け入れないと考えていた」59 ことは、いわれのないことだと

した。米政権にとって、専制政治とテロリズム、自由主義とテロリズムが存在しないこと

の関係は明白である。２００３年の１１月７日のテレビ演説で大統領は、



イラクでは、我々は……適正で、民主的な社会を、中東の中心部に樹立するのを手助けしている

……中東は進歩と平和の場所、さもなくば、アメリカやその他の自由主義国の人の生命を奪う暴

力やテロを輸出する国になるだろう。民主主義の大成功と、イラクとアフガニスタンでの忍耐は、国

際テロリズムが敗北する墓場になるだろう。テロリズムは専制君主の支援と虐げられた人々の敵意

によって繁栄する。専制君主が倒れれば、敵意は希望に取って代わられ、あらゆる文化の人々は

、テロのイデオロギーを捨て、平和を追究するようになる。自由主義を維持するあらゆる場所はで、

テロは退散する。60

ＧＷＯＴの目標一覧　―　戦争の目的　―　現在までに以下を含んでいる

（１） 同時多発テロの実行者を破壊する　例）アルカイダ

（２） その他の世界規模のテロ組織と、その地域的、国家的な結びつきを破

壊、もしくは敗走させる

（３） テロリズム現象を非合法化し、完全に殲滅する

（４） イラクを成功した、安定した民主主義に変革する。

（５） さらに、中東を参加型の自治と経済機会がある地域に変革する

　しかし、ならず者国家、テロリズムとＷＭＤを混淆したことは、米政権がサダム・フセ

インのイラクに、疑惑を取り除くという目的で予防戦争を行うことと結びつけ、ＧＷＯＴ

を……少なくとも合衆国は好まない……核拡散国家との戦争にした。米政権がテロリ

ズムとＷＭＤとの結びつきを認めたために、ＧＷＯＴは、１９６８年に締結された核拡散

防止条約（ＮＰＴ）によって確立された武器管理体制の積極的な捕捉で、恐らくは代

用ですらある、国際的な拡散を防ぐための戦争でもある。

　実際に、核で武装したテロリズムの不安を確実に上昇させた同時多発テロは、危険

が迫っている、現実の予防的な軍事行動を基盤とする、新しい対拡散政策へ移行す

る政治的な機会がある傾向がある政権を生んだ、と考えるのは可能だ。「我々は、世

界で最も破壊的な兵器で我々を脅迫する、世界で最も危険な政権とテロリストを認め

ない」と「大量破壊兵器と戦うための国家戦略」61 はいっている。この公文書はさらに「

効果的な拡散の停止は、ＷＭＤ拡散国家とその運搬手段と戦う合衆国戦略の中心

的な要素である。我々は、ＷＭＤの原材料、技術、専門家の敵対国家やテロ組織へ

の流出を防ぐ……合衆国の能力を拡大しなければならない」62 米政権は、ならず者

国家の地下核工場に脅威を与え、破壊する、より小型の新世代の地下壕破壊用核

兵器の開発も推進している。（下記参照）

　米政権が、軍縮協定に関心を示さず、調印国（イラクや北朝鮮）が同条約に違反し

て核兵器計画を始めることから、ＮＰＴには少ししか期待できないと言い続けてきたの

は注目されるべきだ。これは、拡散の制限と後退に関するＮＰＴ体制の大きな成功
63 

を見逃しており、ＮＰＴが想定していない武力行使を必要に応じて用いることを決定し



ているということだ。だから、ＧＷＯＴは、繰り返すが、テロリズムに関することというより

は、対拡散のためのものなのである。

　だから、ＧＷＯＴの６番目の目的は、こう決定できる。（６）ＷＭＤを拡散し続ける国家

と、彼らから敵対国、潜在的敵対国やその他の集団への運搬手段を、必要なら武力

を使って停止する。

実現の可能性

　ＧＷＯＴの目標はどれくらい現実的だろうか？　この疑問の判断は、必然的に主観

的になるが、それでもなされなければならない。本質的に達成できない

明確な目標は、特定され、検討される必要がある。

（１） アルカイダの殲滅。

アルカイダとの戦争は、不可欠な戦争なのだから、その目標が達成可能かどうかは

、議論の余地がない問題である。合衆国は、アルカイダを破壊できないとしても、戦い

を遂行しなければならず、またそうしようとしている。アルカイダの本質的なテロの手口

と末端部の徴募活動は、それを対テロリズム活動によって完全に打倒するには、非常

に難しい敵にしている。同時多発テロ以降のアルカイダに対する大きな成功は、アフ

ガニスタンの彼らの基地の破壊、重要な要員の殺害と逮捕、計画中の攻撃の阻止、

同時多発テロ以降は他に大量の犠牲者が出ていないとみなせることすべて……であ

る。しかし、アルカイダは回復力を発揮する、熱狂的な決意を持った敵であり、彼らが

うたう目標は十分に見込みがあり、イスラム世界に政治的な牽引力を育てることは信

頼できる部分がある。それだけでなく、イラクに合衆国の大部隊が駐留するのが確定

したことは、新しく間近目の前にいる目標の塊をアルカイダと聖戦の自爆兵士に与え

、イラクを安定化するための駐留が失敗したことは、アルカイダと彼らに触発された組

織が、イラクに潜入し、発見されることなく彼らの作戦を実施する能力を容易にしてい

る。

　その一方、もし米政権が正しく……上手くやり遂げられるなら……イスラム教のテロ

リストの決定的な資源は、アラブ世界のいたるところで支配を失い、その結果として民

主化と経済的な満足が、政治的、宗教的な過激主義に対して対抗することになると仮

定できる。しかし、物事が進むのに時間がかかるアラブ世界で変化を認めることは、そ

れが十分な状態になるとしても、短期間で円満に実現することはないだろう。歴史的

に見れば、専制政治から民主主義への移行が、マグナ・カルタからアメリカ社会の誕

生まで５６１年かかったように、長期化し、暴力的になることは珍しくない。だから、将



来的な政策による民主主義と中東の繁栄という成功は、どちらか一つが実現するかも

しれないが、ほぼ間違いなく、遙か遠い未来にも実現はしないだろう。

（２）その他の世界規模のテロ組織と、その地域的、国家的な結びつきを破壊、もしく

は敗北させる。

この目的は、合衆国が、合衆国と戦う力がないテロ組織を含むすべてのテロ組織と

戦争をするのに効果的である。同様に、この目標は実現不可能で、戦略的な思慮を

欠いている。実現不可能な理由は、テロ組織の純粋たる数と種類のためである。戦略

的な思慮の欠如の理由は、合衆国が動き回る間に、不必要な敵を同時に作り出して

しまうためである。戦略家スティーブン・ヴァン・エバラは、同時多発テロに対する米政

権の対応を、次のように述べている。

テロリズムを世界規模の戦争によって阻止しようとするのは、途方もない誤りである。アルカイダと

戦争をするべきだったのだ。決して、ボールから目を離してはいけない。ロシア、アラブ・イスラエ

ル紛争、イラクに対する政策など、あらゆるその他の政策はその下に置くべきだ。そのかわりに、米

政権は合衆国を一度も攻撃したことがなく、これからもするわけがないグループを含むテロとの世

界的な戦いとしてそれを定義してしまった。それは、焦点を外すことを導き…あなたは人々の敵を

、あなたがアルカイダに対して求めているように作り上げてしまった。64

　道義的な透明性を強調することは、再び戦略的に識別することに勝ってしまう。す

べてのテロリズムが邪悪であったとしても、ほとんどのテロ組織は合衆国を脅迫しては

いない。合衆国の利益に対して、些細で、我慢することもない地域的な問題が沢山あ

るだけである。合衆国はアルカイダと戦うだけでなく、理由もなく、バスクの祖国と解放

（Ｅ．Ｔ．Ａ．）、スリランカのタミル・タイガー、ＩＲＡの暫定派、ウズベキスタンのイスラム

勢力、センデロ・ルミノソ、ハマスとヒズボラなどとの戦いに手を出しているのではない

か？　我々は、アメリカの視界の外にある国家レベル、地域レベルのテロ組織を、合

衆国の利益やアメリカ本土を標的とするように望んでいるのではないか？

　戦略の基本的なルールは、処理できる範囲内の敵を持つことである。その戦略に入

手可能な資源を越えないと打倒できない敵が陣形を形成することを熱望するような戦

略は、始めから失敗すると分かっている。ドイツは、その戦闘において極上の作戦的

、戦術的なレベルの能力を有していたにも関わらず、その目的が彼らが利用可能な

手段を越えていたために、戦略的熱望が、総合すると最終的にドイツの資源を凌駕

する資源を持った、対抗する国家連合の形勢を引き起こし、第二次世界大戦で敗北

した。

（３）テロリズム現象を非合法化し、完全に殲滅する。

今日世界のほとんどの政府は、テロリズムをすでに非合法とみなしている。問題は

、世界中には、抑圧に対抗するための、テロリズムを含む非正規戦争以外に頼るもの



を持たない無数の人々と、そう信じている人々がいることである。彼らはテロリズムを非

合法とみなしてはいない。特に、彼らは自分たちが行っていることを、テロリズムとは

思っていない。「革命家とテロリストの違いは」と、パレスチナ解放戦線議長ヤーセル・

アラファトは１９７４年の国連総会で「彼が戦う理由を持っているかにかかっている。正

当な理由と、侵略者、入植者と植民地主義者に対して祖国の自由と解放のためという

戦いに擁護される者は誰でも、テロリストと呼ばれる可能性はない」65 （同様に、最近

処刑された反中絶テロリスト、ポール・ヒルは、中絶支持者を殺すことは暴力行為であ

り、テロリズムでしかないということを否定した。「私は、中絶支持者を殺すにおいては

総合的に判断した。なぜなら、彼は実際に暴力を犯した者だからだ」と、彼はジェシカ

・スターンに言った。「私は、これから行われる暴力を防ぐために武力を使ったとは思

いたくない」66）

　ブルース・ホフマンは「自分たちが戦いを好まない戦士だと気がついたテロリスト達

は、自暴自棄……そして目に見える代替策の欠如…に駆られ、抑圧的な国家、食い

物にしている競争相手の民族や国家主義者のグループ、あるいは無責任な国際秩

序に対する暴力に走る」
67
 と述べている。ハマスの自爆志願者にとって、イスラエルは

無辜ではなく、すべてのイスラエル人は敵であり、バスやディスコを爆破することは、

憎むべき敵に対する英雄的な戦争行為である。テロリズムのような非正規戦争が続く

限り、政治的な失望と軍事的な無能を解放するための行動の道だけが残され、どん

なに多くの政府の見解がそれを不正規とみなしても継続される。テロリズムは、魅力

的な代替策を持たない者にとって、理論的な戦略的選択である。
68
 政治的な解決を

求めて、不満を持つ彼らに忠告を行うのは仕方がないことであるが、そうするための

入手可能な政治的なプロセスを持たないならば、有益な助言を行うことは難しい。

　奴隷制度と海賊行為のたとえ話が奨励できないことは特筆すべきだ。千年に渡り、

どちらも道義的に受け入れられないことだと文明化された世界が認識するようになる

以前から繁栄したもので、国家法や国際法の強制力が及ばない場所では未だに収

益の上がる事業であるため、どちらも存在している。

　しかしながら、ＧＷＯＴの目標に関する主要な問題は、テロリズムが固有名詞ではな

いことである。ゲリラ戦争と同じく、それは暴力の手段であり、戦争を遂行する方法で

ある。実在する敵に対抗するためのテクニックを、どうやって打倒できるだろうか？　テ

ロリストを殺したり、組織に潜入したり、財源を凍結したり、訓練基地を粉砕したり、支

援国家を攻撃したりすることはできるが、手法を攻撃できるだろうか？　テロリズムに対

する戦争全般は、「テロリズムを行う者と、その背後関係について、目標の違いの識別



に失敗している」と、ロバート・ウォーレイは述べている。「必要不可欠な識別を誤るこ

とはただ一つ、本質的に似た政策と戦略を誘引する」
69
 再び、ベトナム戦争での合衆

国の内政干渉の推進という、脅威の識別の欠如が思い出される。

（４）イラクを成功し、安定した民主国家へ変革する。

この目的の実行可能性は検討される余地がある。イラクとアラブ世界の専門家の間

では、イラクが民主国家へ変革できるかについて、特に民主主義を西洋の勢力の外

に押しつけるという問題で意見が分かれている。
70
 少数の専門家は、アラブは文化的

に民主主義を受け入れる能力があるという。君主政治と軍事政権は標準的なものだ

ったが、悲観論者は、イラクの暫定政権には、第一次世界大戦の後に、英国によって

急ごしらえで作り上げられ、地域的、部族的に分割された国家としてのイラクの不安

定さという、大きな障害があるという。イラクの民主主義の実験の成功に対する最も大

きな障害は、いうまでもなく、暫定連立政権と合衆国の占領軍が、これまでのところ、

必要な公共の安全と基本的なサービスの根幹を提供するのに失敗していることであ

る。戦後イラクの治安の急激な悪化の進展速度と見通しは、詳細な戦争自体の計画

とまったく対照的に、戦後イラクのための計画を始めるのが遅れ、急き立てられた米

政権を完全に驚かせた。
71
 米政権は、イラクに侵入し、サダム・フセイン政権を崩壊さ

せるために招集された軍隊が、フセイン政権に対する主要な軍事作戦が終わった後

でイラクを警備するのは不十分である可能性を予想していなかった。この結果、暴力

と不安定が続いているのである。

　再び、過去の経験を例えることは、誤りを導く。米政権は第二次世界大戦後のドイツ

と日本での合衆国の成功を、１９４５年と２００３年では違うことを無視して、二つの主要

な枢軸国に対してしたことは合衆国がイラクに同じことができる証拠として、繰り返し主

張している。
72
 なにより第一に、合衆国は戦後の日本に参加したし、ドイツの占領地

域には地域的な抵抗が起きないように、圧倒的な兵力を配した。第二に、どちらの占

領も、広く一般に合法的なものだった。ドイツと日本が世界を戦争に突き進ませたの

であり、戦争の勝利者は彼らを打ち負かして占領するのが正しく、義務もあるとみなさ

れていた。ドイツと日本の隣国は、彼らの侵略の犠牲者であり、合衆国とその同盟国

の統治下に置かれることを望んでいた。日本の場合、天皇自身がラジオを通じて直

接日本国民に話しかけて日本の無条件降伏を認め、彼らに終戦を受け入れるよう訴

え、ダグラス・マッカーサー将軍と繰り返し公共の場で並んで現れることで、彼の権威

を正当化した（７年間の合衆国軍による日本の統治の間、アメリカの占領軍に対する

政治的動機を持った暴力行為は一つもなかった）。対照的に、重要な友好国と連合

国を含むほとんどの世界は、イラクでの合衆国の戦争に反対しており、合衆国がイラ

クを占領することは、莫大な数のアラブ人の視点から見た合法性のテストには不合格

であるというのが正しい。



　古来から日本社会は均一的、遵法的で、イラクとは根本的にも異なっており、ドイツ

と日本は共に、後者よりも前者に認められるのだが、彼らの政治史の中に民主主義の

前例を持っている。加えて、ドイツと日本におけるアメリカの役割は、ソ連の脅威によ

って促進され、合衆国はアメリカ人が占領するよりもずっと悪い運命に保証を与えた。

最後に、日本の場合、合衆国は完全に海に囲まれた、合衆国が統制できる（言葉を

変えれば、イラクのように穴だらけの陸上の国境はない）、外国人が採掘調査をする

ような鉱物やその他の資源を持たない国（言葉を変えれば、石油が出ないイラク）を

統治したのである。

（５） 中東を参加型の自治と経済機会がある地域に変革する。

合衆国がイラクを安定した民主主義に転換できるとしても（大きすぎる責務だが）、

民主的なイラクが、民主的な中東を我々に与えてくれるかは不透明だ。ライス国家安

全保障担当補佐官は、「民主的なドイツは、今日のすべての、自由で、平和な新しい

ヨーロッパの要になったが、イラクの改革は、憎悪の思想が繁茂しない点で非常に異

質な中東の重要な要素になっている」
73
 と主張する。イラクと中東のまだ見ない経験と

、ドイツとヨーロッパの過去の体験に類似点を見出すことの本質的な危険はさておい

て、民主主義は大きな一度だけの樹立によって、中東に模倣の殺到を引き起こすと

想定されているようだ。しかしながら、この政治的なドミノ理論の続きの基本部分は、

詳細に説明されたことがない。これは願望であろうか？　新保守主義のイデオロギー

的な信念だろうか？　民主主義はこの地域の他の国々にも広まるであろうか？

　

　この新しいドミノ理論の問題は、国家と社会は脅威にさらされやすい点では本質的

に同じであるとした（言い換えれば、現代の中東の民主主義、１９６０年代の東南アジ

アの共産主義）、過去のそれと同じ問題を持っている。これは、地域の環境、社会的

な格差、個々の国家の歴史、文化的な非対称を無視している。これはまた、１９３３年

にヒトラーがドイツで行ったように、民主的な手続きで権力を奪取する方法を使って、

民主主義が妨害されると予想されることを無視している。一有権者は、一票を、一度

だけ投じるのである。１９９０年代初期のアルジェリアで、萌芽しかけた民主主義制度

の抑圧を誘発したように、イスラム主義者が権力を奪取するために民主主義を利用

するのは大変な脅威である。特に、選挙権を持つイスラム主義者の脅威は、アルジェ

リア、エジプト、パキスタン、そしてサウジアラビアにおいて専制政治が継続しているこ

とから、小さいものではないとみなせる。イスラム世界での合衆国の戦略的利益は、実

際には、友好的な専制政治国よりも敵対する民主主義国によって、より多く支配され

ているのではないか？　いずれにしても、反西欧のイスラム主義者のテロリズムが、中



東における友好国の民主主義の到来と、経済的機会の発生を中断、あるいは著しく

減少させるかは、まったく自明のことではない。母国で発生したテロリストは、民主的

な西欧においては確実によそ者ではなく（合衆国で二番目に最悪のテロリストの攻撃

は、ティモシー・マクベイが、１９９５年にオクラホマ・シティの連邦ビルを爆破し、１６８

人を殺したことである）、少なくとも一つの研究は、非国家のテロリズムは自由のない

国家よりも自由のある国家でより多く発生すると結論している
74
（非国家のテロリズムは

、サダム・フセイン政権下のイラクではほとんど起こっていない）。政治的な過激主義

は、一般に、民主主義と経済的機会の欠如という独占的なつながりを持っていないと

いうものの、個人のテロリストとテロリストグループという点では、因果関係は証明でき

ない。１９６０年代、１９７０年代、そして１９８０年代の民主主義的なヨーロッパと合衆国

の左翼テロリズムは、特権階級の行き届いた教育を受けた子供を引きつけた。オサマ

・ビンラディンは、大富豪の家系に生まれ、彼の副官アイマン・アル・ザワヒリはプロの

外科医で、同時多発テロの犯人のほとんどは教育を受け、技能を持っていた。その

上、テロ組織に参加する、政治的、経済的により所のないすべてのイスラム教徒一人

につき、テロリストの目標に共感を持ったとしても、参加していない者が何万人もいる

。加えて、政治的な満足がありながらも経済的な不満を持つことは、政治的な目標の

達成を導くことで、アラブのテロリズムを和らげるかも知れないが（たとえば、パレスチ

ナ人のテロリズムは、主権があるパレスチナ国家の樹立に直結している）、前述の不

満が満たされるだけなら、おそらく、宗教的イデオロギーの動機を持つイスラム過激

派組織は、少しだけ軟化するか、まったくしないかであろう。
75
 たとえば、イスラム世界

の国家の慣習そのものを排除し、すべてのイスラム教徒を統治する、復権した原理主

義者のカリフに置き換えるというオサマ・ビンラディンが公言する目標は、政治的満足

をすっかり凌駕している。

　アルカイダのような連中は、永遠に脅威であるだろうと主張するのではない。持続性

があり、功を奏する対テロリスト活動は、重大な個人的な犠牲を伴うという単純な宣伝

によって参加する潜在的な補充兵の増加を阻止できるだろう。いつの日か、その上、

アルカイダがイスラム世界を作り直すのに失敗すると、その支持者の数の増加するの

が明らかになるだろう。「合衆国は、対テロリストの能力を向上させているので、空しさ

は殉教志願者と彼らの指揮官の両方を落胆させるだろう」と、コリン・Ｓ・グレイは述べ

ている。「死ぬのと運動を前進させるのは、一つのことだ。終末論的な目標にも関わら

ず、おそらくは戦術的に失敗し、明かでない戦略に奉仕することの、両方になりそうな

軍事行動で死ぬことはまったく違う」
76
 さらに、単一の組織というよりは、多数の部品か

らなるシステムのようなアルカイダにアプローチする対テロリスト戦略は、山ほどの超

過勤務分の給与を支払うのに似ている。ランド研究所は、２００２年に発表した研究の

中で、次のように述べている。



アルカイダの勢力を考える時に、それが一つの団体であるかのように混合するのは間違っており、

むしろ、合衆国の権力の標的は、指導者、副官、後援者、補給担当官とその他の世話役、歩兵、

徴募係、支援国、宗教家かイデオロギー上の象徴的人物を含む、アルカイダというシステムの多

数の構成要素である。特定の指導者は簡単に阻止できないが、システムの他の要素ならおそらく

は可能である（言い換えれば、支援国や金持ちの後援者は陰からアルカイダを支援している内は

、豊かな生活ができる）。
77

（６） ＷＭＤを拡散する国家と敵対国、潜在的敵対国やその他の集団に対する運

搬手段を、必要なら、武力を使って停止する。

この目標の実現可能性についての主要な論点は、合衆国が予防的な軍事行動を

行うと脅すことで、ならず者国家が核兵器を入手することを阻止できるかどうかであり、

それに失敗した場合は、そうした国家からその手段を軍事的手段で剥奪できるかに

ある。戦時に核兵器を使って戦争を抑止することができる証拠がないことは、平時に

おける入手を促進する。逆に言うと、予防戦争を行うと脅すことは、実際に拡散を促

進する。さらに、重大な意見の相違は、地下の核兵器施設を破壊するように設計され

た新型の核兵器計画の実効性を取り囲んでいる。とにかく、そうした兵器を開発し、

確実に使うことは、長期的にＮＰＴ体制と、現在世界的に尊重されている核兵器実験

の一時停止を弱体化するか破壊することによって、拡散を防止するという目標に破滅

的な逆効果を生じると分かるかも知れない。

　合衆国は、予防戦争を行うと暗示的、明示的に脅すことで、ならず者国家が核兵器

を入手することを阻止できるか？　この疑問に答えるのは、合衆国が宣言した予想自

衛政策があまりにも新しく、イラクに対する合衆国の予防戦争が、抑止効果をその他

のならず者国家に少しでも及ぼしたかが未だ明らかになっていないためにむずかし

い。イラクの自由作戦が、身も凍るようなメッセージを、テヘランや平壌、その他のなら

ず者国家の首都に送り届けたと信じる者は間違いなく存在する。たとえば、有名な新

保守主義のコラムニスト、チャールズ・クラウザマーは、サダム･フセインの排除は、「Ｗ

ＭＤを手に入れる計画を破棄させるために、他の独裁者たちへの明快なデモンストレ

ーションになったろう。ＷＭＤを手に入れなければ、彼らは合衆国の攻撃を免じられ

るが（古典的な抑止力として）、彼らが手に入れれば君たちが消滅するのだ」
78
、と述

べている。予防戦争は、抑止力の代替手段とはいうものの、実際には抑止力を強化

する。

　事実、イラクの自由作戦は、少なくとも今のところは、北朝鮮とイランにおいて、正反

対の効果を得たことを明らかにした。戦争以前ですら、北朝鮮は恐らく、邪悪な国家

と宣言され、イラクに次いで合衆国の攻撃リストで二番目になっていると見込まれるの



に応えて、その核兵器開発計画を加速させていると公表している。イランもまた、最も

疑いが持たれている以上に進行している、潜在的な核開発計画をさらけ出している。

どちらの国家も、少しも抑止されていないように見えるだけでなく、北朝鮮は中国から

の重圧の下にあり、最終的に、今のところ結果が分からない多国間に渡る外交交渉

に突入している。しかしながら、米政権は、ひとつにはイラクへの執着のため、ひとつ

にはイラン、そしてとりわけ北朝鮮は、イラクに対する軍事行動よりも格段の困難と危

険を引き起こすと思われるために、これらの国家に対して軍事行動を起こしたり、起こ

すと言及もしていない。イランは、非常に巨大で、イラクよりも遥かに強力なテロリスト

の脅威を持っており、イランの位置と地形は、補給や作戦行動にとって極めて厳しい

ものである。北朝鮮は核兵器の能力を持ち、多数の長射程の砲兵部隊を前方展開

することでソウルという人質を維持している。

　これらがすべて意味するのは、脅威の重要性や、現実の予防的軍事行動の標的は

、効果のある軍事的抵抗を行ったり、合衆国とその連合国によって、危険な存在とし

て高い値をつけられることもない、イラクのような標的となる国家に絞られるだろうとい

うことだ。そのようなことをする能力を持つ国家は、それが抑止される以上に、特に合

衆国を抑止するだろう。「北朝鮮が示すことは、抑止力が機能している最中だというこ

とだ」と、２００３年１月に、ジョセフ・Ｓ・ナイ・Ｊｒ．は述べている。「唯一の問題は、我々

は抑止されている者の一人だということだ」79 イラクは、北朝鮮に比べると拡散国家と

しては小さく、テロリズムのスポンサーとしてはイランより小さいのに、軍事的に打ち負

かしやすいという理由で選ばれたのである。イラクとの開戦の決定における意見の相

違で辞任した前英国外務大臣のロビン・クックによれば、「真実は、合衆国がイラクを

攻撃すると決めたのは、イラクが脅威を及ぼしているからではなく、合衆国がイラクは

弱体で、軍隊が崩壊することを期待できたからである」
80
 いずれにせよ、イラクの自由

作戦の厳しい現実と、その予想外にやっかいな結果は、いつ起こるか分からない第

二の予防戦争のための合衆国の軍事的資源を極度に束縛している。

　しかし、外科手術のような攻撃が、ならず者国家の体制の代わりに、核施設に照準

されていることはどうなのか？　容疑をかけられたならず者国家は、沢山の秘密の核

兵器開発計画を葬り、そうした攻撃は恐らく、合衆国の核体制の見直しの中で開発が

示唆されたような小型核爆弾を搭載した、地面を貫通する兵器を必要とするはずだ。

81
 そうした兵器の効力と賢さはどちらも、極めて疑問だとされてきた。

82
 科学者達は、

兵器が過度のコラテラル・ダメージを出さずに仕事をするように開発できるか、十年以

上前に核兵器の製造を中止した合衆国への懸念を核兵器軍備管理の擁護者が表

明すること、そうした新しいカテゴリーの核兵器の開発や実験を始めるのは、１９９８年

からすべての核保有国を監視してきたＮＰＴ体制と包括的核実験停止条約の両方を

弱体化させないか、核兵器と通常兵器の違いを曖昧にしないか、といったことで対立

している。新型のミニ核に反対する、前核兵器軍備管理の交渉者であり、現カーネギ



ー基金非拡散計画の理事ジョセフ・チリーチョーネもまた、核兵器を現実に使用する

のは、「トルーマン政権以来拡張してきた限界点を越えるだろう。同じように、今度は

他の国が核兵器を開発し、使用するのを促進するだろう。それは合衆国の国家安全

保障の利益にはならない」
83
 と指摘している。最後に、避けられない、最も重要な政治

的な疑問がある。平時において、非核保有の、非西洋の国家に現実に核攻撃を行っ

たアメリカの大統領はいただろうか？　簡単にいえば、予防的な軍事行動を取ると脅

迫することと、実際に行うことは、本質的に危険で、アメリカの力の限界を確実に超え

ているであろうＷＭＤの拡散が続くことを阻止するという目的を実現するには、潜在的

にまったく逆効果の手段である。

　ＧＷＯＴの六つの目標の現実性を要約するなら、アルカイダを殲滅するか、少なくと

も十分に脅威が小さくなるよう減少させ、イラクを安定した民主主義に変革することは

、間違いなく本質的に非現実的な目標だということだ。アルカイダが単なるテロリスト

組織以上に留まらないとはいえ、テロリスト組織は打ち負かすことができ、またそうして

きたし、ある物が別の物へと変わる道筋は長期化し、不安定で、暴力的になり得ると

はいえ、専制政治から民主主義への移行には印象に残るような歴史がある。アメリカ

の能力と持久力は、両方の目標を達成する鍵になり、それらの特質は、アルカイダと

の戦いの中で示されてきており、それらは戦後イラクにおける未解決の問題となるだ

ろう。合衆国は、（正規の）軍人、資金、専門家……政治的変革を成功させるのに必

要な基本的な安全保障を提供するのに必要な資源にまったく投資していない。イラク

建国の費用と問題を受け入れるのに失敗したことは、イラクを安定した民主主義に変

革するという目標を非現実的にし、中東における政治的変革の目標を拡張した。この

さらに大きい目標は、達成するためのすべての外部の力をすっかり越えているが、ブ

ッシュ政権が定義するＧＷＯＴの論法は、中東の変革は、イラクの民主化がドミノ現象

を引き起こした場合のみ可能性があるというものだ。

　本質的に非現実的なものの区分を明らかにすると、すでに議論された理由で、地域

と国家の類とのつながりとテロリズムそのものを含む、すべての世界的規模のテロ組

織を壊滅することである。これらの目標は、達成するためのアメリカの手段を単に超越

するだけでなく、理由もなしに合衆国の利益の脅威ではない敵と合衆国を戦わせる。

　ならず者国家をＷＭＤ、特に核兵器の獲得から阻止するという目標は、危険な軍事

行動や戦争の危険性を冒してのみ達成できるだろう。逆説的にいえば、イラク侵攻の

後に、合衆国が明確に予想自衛という前進傾向のあるドクトリンを受け入れたことは、

合衆国の政策の焦点である脅威そのものを膨張させるかも知れない。ならず者国家



が、脅迫や侵略のために単独で核兵器を探し回っているというのは誤りである。なら

ず者国家は、そうした兵器を数多くの理由で望んでおり、多くは核兵器を所持してい

たり、それを模索している敵から自分を守るためである。合衆国は、そうした敵の最た

るものである。だから、ならず者国家が核兵器を獲得しようとする目的は、合衆国が彼

らを軍事攻撃するのを抑止するためや、少なくともアメリカの攻撃の費用を上昇させる

ためだろうと理解できる。イランを実例にしてみよう。イラン人の核兵器への関心は、

国王の下にはじまり、北の敵対する核大国（ソ連）、西の野心的な核大国、さらにもう

一つの東の核大国（パキスタン）に刺激されて来た。核武装したイスラエルと暴力と不

安定さの歴史、その地域での戦争、合衆国がイランを邪悪だと宣告したことを含めれ

ば、あなたはイランの核への野望が完璧に理解できる説明に至る。

　この議論は、目的と手段の選択を要約する。ならず者国家が核兵器を所有している

だけでも受け入れられない脅威だとみなすなら、予防戦争は唯一の拠り所となるだろ

う。反対に、脅威はならず者国家の核兵器の使い道によって決まると定義するなら、

抑止はより好ましい手段となる。なぜなら、ならず者国家が核兵器を獲得するのを予

防することは、ならず者国家が核兵器を使うのを抑止するよりさらに困難で危険な目

標で、ならず者国家が抑止不可能だという説得力のある証拠がないという理由で、予

防という目標を抑止のそれと入れ替えるほうが賢明ではないかという疑問が生まれる

。

ＧＷＯＴ　その持続の可能性

　ＧＷＯＴの政治的、財政的、そして軍事的な持続能力には、検討の余地がある。Ｇ

ＷＯＴには、長期的な費用のかかる事業になるだろうという一般的な合意事項がある

。加えて、ならず者国家とテロリズムを分離できない脅威として混淆することは、ＧＷＯ

Ｔをイラクへの侵攻と占領の方向に向け、同時にイラクを、十字軍という標的を殺し、

破壊する聖戦戦士を吸い付ける国に転向させた。米政権は、イラクで非正規戦争に

遭遇することを予期しておらず、ましてや、合衆国の軍隊だけでなく、友好的なイラク

人、再建した目標物、合衆国の人々までも直接に対象とする、認めがたい非正規戦

争である。極上の短期の通常戦争として始まったものが、終わりのない非正規戦争に

発展している。イラクを侵略し占領しただけでなく、合衆国はその未来に責任があり、

そのために道義上、戦略上の選択を持たないのに、安全保障を復活させ、機能する

経済と安定した政府を打ち立てようとしている。歴史家は、イラク攻撃の妥当性を議論

するであろう。しかし、合衆国の現在の問題は、イラクの未来に対する約束を果たし、

実現できるかということだ。責任逃れは、最悪の事態を生むだろう。マイケル・イグナチ

エフは述べている。



フセイン派に参加するために、シリア、イランやパレスチナからイラク領土に入った外国人兵士は、

アメリカ人兵士を攻撃するのに、どの程度の危険性があるかを理解している。アメリカ人兵士が血

を流せば、早期の撤退を促進し、イラクを民主化する機会が破壊されることが、ベトナム戦争以来

の大敗北をアメリカに負わせ、この地域のすべてのイスラム過激主義者に「ゴリアテは傷つきやす

い」
84
 というメッセージを送るだろう。

政治的側面

　非正規の敵を相手とする長期化された闘争の中で、国家建設だけでなく政治的な

忍耐の両方を行わないことは、１９６０年代以来、アメリカの政治的手腕の顕著な特徴

だった。特に、「アメリカ人が、紛争終結後において、能力、資源、熱意を欠くことは、

ベトナム戦争の失敗によって増加した、国家建設への国民的な嫌悪感という主要な

問題」は、イラクの自由作戦が始まる前に発表され、広く読まれている合衆国陸軍の

イラク再建の研究において、結論が出されている。
85
 この研究は、予見し、警告してい

る。

もし、戦争が短期間で終わり、犠牲者も少なければ、占領は恐らく、合衆国が残忍な独裁者の国

民を開放するという利益を得られる間の、ハネムーンの初期を特徴とするだろう。それにも関わら

ず、ほとんどのイラク人とその他のアラブ人は、恐らく合衆国はイラクを自身の都合で侵略しており

、人々を解放するためではないと考えている。感謝が持続するとは期待できず、合衆国の動機へ

の疑惑は占領国に広まるだろう。当初は解放者とみられていた軍は、短期間でありがたくない占

領を長期間続ける侵略者としての立場になり下がる可能性がある。占領の問題は、合衆国が占領

業務の大部分を自身で行い、戦後処理用の国際部隊へ移管しなければ、特に深刻になる可能性

がある。
86

　研究は、非正規戦争の発生と持続や、大統領がイラクにおける主要な戦闘活動の

終了を宣言した、２００３年３月１日以降、イラクにおいて発展したこの状況に対する米

政権の準備不足を予見していない。この後、８月に多数の合衆国軍兵士がイラクで

殺害されたことにより、戦死者数は３月１日以前を上回り、何人かの評論家が、イラク

の経済と政治の再建を可能にするのに必要な安全保障を提供するための地上軍が

、依然として不十分であると主張した（国防総省の当局者は、兵力不足との批判を否

定した）。この状況は、連邦議会から、より多くの資金と人力の投入という小道の両側

、と呼ばれた、１９８２年～８４年のレバノンへの合衆国の侵攻作戦
87
 との比較を引き

出す。
88

　もし、イラクでの合衆国の努力が、ＧＷＯＴの構成部分とみなされるなら（ブッシュ大

統領は、２００３年９月７日の演説で、イラクをＧＷＯＴの中央戦線であると言った
89
）、



それは貨幣原価、投入される軍隊の人力と戦略的な危険性においては、間違いなく

最大である。従って、ＧＷＯＴの持続の可能性は、イラクにおける現在の合衆国の政

策の持続の可能性によってほとんど決まる。アメリカの人々とその代表者たちは、イラ

クと距離を置こうとしないだろうか？

　戦後イラクの難問に対処する時に、（英国を除く）重要な国際的な関与を欠いてい

ることは、合衆国に流血の矛先と、貴重な損失を負わせることを強いる。（２００３年の

夏の時点で、１８５，０００人の合衆国軍兵士がイラクとクウェートに派遣されている。合

衆国と英国を除く、２９カ国の国際的な同盟国が、彼らにとっては軍事的に重要では

ないのに、総計で１２，０００人、平均で国家の派遣部隊一つにつき４３０名の兵士を

提供している
90
） この状況は、合衆国政府が、イラクの将来に関する政治的、軍事的

権威を、国連やその他のいくつかの国際的共同体にしぶしぶと分け与える限り、続き

そうな見込みである。イラクでは、合衆国軍の兵士は、３月１日以来、一日に１人の割

合で戦死しており、８月の終わりまでに、合衆国の負傷兵の数は、一日に１０人の割

合だった。
91
 しかしながら、損害はその後、反政府分子の攻撃の回数と洗練化によっ

て上昇し、１１月の一ヶ月間で、７９人の合衆国兵士がイラクで戦死し、二ヶ月間の主

要な戦闘活動のどちらをも上回った。
92

　イラクにいる合衆国軍を維持するためのドル原価は、現在では一ヶ月あたり４０億ド

ルであり、年間では４８０億ドルである。２００３年初夏、ホワイトハウスは、議会指導者

にイラクにおける軍隊と再建の費用の増加をまかなうために、６００～７００億ドルの新

しい予算請求を準備していると通知した。
93
 大統領は、その少し後、イラクと継続して

いるアフガニスタンでの合衆国の費用をまかなうために、８７０億ドル以上の要求を公

表した。
94
 一週間もしない内に、ラムズフェルド長官は、イラクの戦後復興費用は別に

３５０億ドル以上の費用がかかりそうで、公表された８７０億ドルを上回る、と合衆国の

上院議員たちに通知した。
95
 これらの動きは、戦争とその直後の費用を賄うための、７

９０億ドルの初期の経費計上の後に起きた。兵の損失とドル原価は、安全保障の状

態、合衆国の政策、あるいは、イラクの未来に対するより重たい責任を課せられた国

際社会の意欲に従って、上がったり下がったりしているのだろう。２００３年９月初旬、

ウォール・ストリート・ジャーナル誌が提供したアセスメントは、予測されるイラクの戦後

費用のなお一層悪い悪循環は、イラクの短期的な石油収入の過大評価、驚くほど老

朽化した基本的なイラクのインフラ、パイプラインや電力線、その他の重要な復興の

標的の破壊行為、広範囲で継続性のある略奪、イラクの政府と保安部隊を拡大する

資金繰りの下流部門の費用、重要な国際支援団体の芳しくない可能性、に起因する

と予測した。
96



　主要な戦闘活動の終結が宣言された７ヶ月後の時点で、合衆国軍の損害は出続け

、いかなるイラク製のＷＭＤも見つけられず、さらに予期しない高額の占領と復興の

費用にも関わらず、大衆と議会の大多数は、ブッシュ政権のイラクにおける目標を支

持し続けている。アメリカ人は、自分たちの兵士が戦っている時に、大急ぎで逃げ出

すのをとりわけ嫌う。大衆は、なによりイラク製のＷＭＤの脅威が本物で、サダム・フセ

インを権力から取り除いたことは、テロリズムに対する戦争に不可欠なことだったと信

じ込まされているために、この戦争がまだ好調だということに賛成している。（２００３年

９月のワシントン・ポスト紙の世論調査では、６９パーセントの人が、「少なくとも、同時

多発テロにサダム・フセインが関与していたと考えられる」と信じていることが明らかに

なった
97
）　あまりにも多くの政治的、軍事的資源がこの議論を呼ぶ事業に投資されて

おり、あまりにも多くの外国の批評家が「我々が言ったとおりだ！」と言いたがっている

ので、合衆国にはイラクで失敗をする余裕はまったくないのだ、という意見もまた存在

する。

　現在までに被った合衆国の損害の割合が、受け入れられる範囲を超えているという

確かな証拠はない。エリート市民と軍人たちは、大損害を被ることに対する大衆の敏

感さをとにかく過大に見積もる傾向があるが、被ったものの理由と目に見える政治的

な前進があると信じられる限り、ほとんどのアメリカ人は大損害を受け入れるのをいと

わない。
98
 少なくとも同時多発テロ以前は、問題は、ハイチ、ボスニア、コソボ、イラク、

そして派遣された合衆国陸軍が戦える可能性がある唯一のアフガニスタンなど、一連

の臆病な合衆国の軍事侵攻が生んだ、エリートの政治家や軍人の間にはびこる損害

恐怖症だった。
99
 しかし、１９９０年代の侵攻作戦は、えり抜きの戦争だったのであり、

ほとんどのアメリカ人はイラクに対する戦争は必要な戦争で、生命財産を非常により

大きな危険にさらす価値があると考え続けた。

　２００３年夏の終わりまでに、イラクで起こっている様々なことに対して、大衆の不満

が増加する兆候が見られた。８月末の二つの世論調査は、イラクでの簡単で金のか

からない結末への期待が消え去ったことを示している。ＵＳＡトゥデイ紙、ＣＮＮ、ギャ

ロップの世論調査は、６３パーセントのアメリカ人は、未だに戦争は戦う価値があると

信じているが、５４パーセントは米政権がいう「イラクを安定化させ、民主化させる正確

な計画はない」と考えている。回答者は、イラク国内の「合衆国軍の水準の現状を維

持するか、増強すべき」（５１パーセント）と「合衆国軍の削減か、完全な撤退」（４６パ

ーセント）に、ほぼ等分されている。100 ニューズウィーク誌の世論調査では、６９パー

セントのアメリカ人が、合衆国が「目標の達成に多くの前進が見られないまま、何年間

もイラクで動きが取れなくなる」ことに、「強い関心がある」（４０パーセント）と「少し関心



がある」（２９パーセント）と分かった。４７パーセント近い人は、イラクでの合衆国軍の

維持費用が「財政赤字と経済への深刻な影響」をもたらすことに「強い関心がある」と

答えた。これらの調査に回答した６０パーセントの人は、一週間あたり１０億ドルの占

領費用の見積もりは、高額すぎて、減額すべきものと信じていると答えた。１５パーセ

ントの人だけが、占領の現在の水準を３年以上支持すべきだと答えた。
101

 この後に行

われた、ワシントン･ポスト紙とＡＢＣニュースの世論調査では、全回答者の６０パーセ

ントが、イラクとアフガニスタンの合衆国軍と民間活動に使う８７０億ドルの大統領の追

加要求を支持しなかった。
102

 十月末のワシントン･ポストとＡＢＣニュースの世論調査

では、初めて、５１パーセントが、政権のイラク対応のやり方に賛成しないことが分かっ

た。
103

財政的側面

　イラクの赤字経済に関することは、大衆や議会の態度に強く影響されて変化するだ

ろう。イラクでの損失がなかったとしても、予算外の要求によってまかなわれている合

衆国の赤字は、政府の借金を今後十年以上増加させると予測されている。２００３年８

月、連邦議会予算事務局（ＣＢＯ）は、２００４年度の財政赤字を４８００億ドル、２００４

～２０１３年までの十年間の累積赤字を１兆４０００億ドルと見積もった。
104

 法律上、ＣＢ

Ｏは現行の法令だけに基づいて見積もりを立てるので、これらの数字は問題を最小

限に評価している。ＣＢＯの見積もりは、ほとんどのオブザーバーが延長されると考え

ている、大規模な２００１年と２００３年の減税が予定どおりに終了になることを仮定して

いる（ホワイトハウスと、共和党の議会指導者はどちらも、この減税を恒久的にすること

に賛成している）。ＣＢＯの見積は、高齢者向け医療保険制度の処方箋薬扶助法案

を前倒しし、最低課税法改正法案の議会通過を無視しているようだ。ワシントン・ポス

ト紙の財政アナリストによれば、この三つの法案全部で、２００４年から２０１３年までの

赤字の累計は、１兆９３００億ドルの見積もりとなる。
105

 ＣＢＯはさらに裁量支出はイン

フレ率だけでも上昇し、これからの十年間で平均２．７パーセントと見積もっているが、

実際には、過去５年以上、年７．７パーセント上昇してきている。後者の上昇率だと、１

兆３９００億ドルという別の見積もりが加わる。
106

 ワシントン・ポスト紙のアナリストによれ

ば、これらの増加分の合計は、借金に追加の利息を加え、２００４年から２０１３年の合

計で、ＣＢＯの見積もりのほとんど４倍である、４兆３３００億ドルの赤字の見積りを生む

。
107

 ザ・センター・オン・バジェット・アンド・プライオリティズの評価は、さらに大きい５

兆１０００億ドルの赤字を見積もっている。
108

　実際のところ、これらの数字は見積もりであり、見積もりは仮定に依存している。しか

し、これらは、２００１年と２００３年の減税が継続されることが目前で、最低課税法改正



法案が議会を通過し、裁量支出がインフレ率を大きく上回る、連邦財政の危機の重

大性を伝えている。これらの見積もりは、さらに、２００４年度以降のイラクにおける合

衆国軍の費用や、イラクが世界に対する責任に応える貢献力により決定される、より

大規模な合衆国陸軍の予想される費用を含んでいない。財務的には、来年には何

かを犠牲にしなければならず、合衆国のイラクにおける野心を何か削減しなければな

らないだろう。こうした削減は、特に、アメリカ人がイラクへの出費の因果関係を理解

するようになること、連邦予算の赤字の急増、そして本国での経済的な悪い出来事（

金利の急上昇など）により、一層増えるだろう。

軍事的側面

　ＧＷＯＴの財務上の安定性は軍隊の安定性と切り離せない。合衆国陸軍は、戦後

のイラクが、合衆国陸軍を限界点（下記の議論を参照のこと）に向けて圧迫すると予

期していなかった。イラクとの戦争が近づくにつれて、米政権は、解放者としてのシナ

リオを想定し、機能する政府政権や警察とその他の保安部隊が存在するサダム以降

のイラクを継承でき、政府の急速な崩壊も、合衆国軍への非正規戦争の発生もないと

期待した。
109

 国防総省は、伝えられるところでは、２００３年の秋までには、ほとんどの

合衆国軍をイラクから撤収する計画を立てていた。安全保障の環境は寛容で、連合

国から大規模な占領部隊が派遣されると予想したため、主要な軍事行動の停止の後

の半年で、イラク国内の合衆国軍兵力は、７０，０００人を越えず、最小で３０，０００人

までに削減すると計画されていた。
110

　しかし、２００３年５月中旬に、イラク国内の安全保障の状況は国防省に、計画してい

た撤退と、約１５０，０００人の占領部隊の平和な帰還を中止させた。
111 

７月に国防総

省は、２００４年になっても、イラクに駐留する合衆国軍を１５６，０００人のままとする計

画を発表し、合衆国陸軍の計画立案者は、イラクを拠点とする任務の交代もまた、最

大の海外派遣の期間の半年から１年の交代勤務期間へと増加し、少なくとも二つの

州軍の旅団を配置することを認めた。
112

 明らかに、戦後イラクでの予期しなかった責

務は、陸軍を、発生する恐れがあるあらゆる不測の事態に備えて取っておいた予備

部隊を少し使うところまで乱用している（例えば、朝鮮戦争）。実際に、陸軍は、３３個

のイラク国内の現役の戦闘旅団のうち１６個の責務を、何か責務を減らしたり、軍の組

織を拡張しない限りは引き受けることができないように見える。

　２００３年の秋の時点で、陸軍はイラク国内とその周辺に約１８５，０００人の兵（陸軍

の現役最終兵力の３分の１）を、アフガニスタンに１０，０００人、加えて韓国に２５，００



０人、バルカン半島に５，０００人を置いている。全部で３７０，０００人の合衆国軍の活

動中と予備の部隊、あるいは、およそ百万を越える現役・予備合計の３分の１以上が

海外に配備されている。イラクの配備が復興のために特別な秩序と安定をもたらすの

を大きく促進するとしても
112

、何人かの批評家は、これが陸軍が海外に配備している

基地の交替を行う能力と、他の地域での不慮の事態に備える戦略的な予備部隊を奪

う恐れがあると信じている。
113

　２００３年９月、ＢＣＯによるアセスメントは、「陸軍はイラクの占領状態を、同じ時期に

現在の規模で維持する十分な現役兵力を持っておらず、一年で配備を制限し、陸軍

のその他のすべての責務を維持するべきである」と結論している。この研究によれば

、さらなる州軍と予備兵の出動は、占領軍が純粋に国際化され、大規模の外国の軍

隊がイラク国内に駐留する合衆国軍を大幅に削減することを可能にするとしても、合

衆国が２００４年ま５月まで、イラク国内とその周辺での現在の陸軍の水準を支えるだ

けでしかない。
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 米政権は、明らかに９月上旬までにこの方向に向けて動き出してい

た。ホワイトハウスは、イラク戦後におけるより重要な国連の役割について抵抗を続け

た数ヶ月後、伝えられるところでは、国務省と統合参謀本部、さらに議会指導者の強

い主張により
117

、国連に権限を置いた合衆国主導の多国籍軍を創設することを要請

する国連安全保障理事会の決議草案の通過を認めた。
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　ＧＷＯＴの政治的、財政的、軍事的持続力を総合すると、未だに解決されていない

問題となる。財政的、軍事的な持続力には明らかに危機が潜んでおり、政治的な持

続性への脅威に転じる可能性もある。重要なことは、安全保障の状況と、米政権がテ

ロリズムに対する世界的な戦争の中央に位置づけた、合衆国のイラク政策の将来で

ある。アルカイダに対する比較的安価で必要な戦争の持続性については、若干の疑

念がある。この問題は、イラクに対する上質の戦争の実現性と、その影響である。

ＧＷＯＴを制限せよ

　この研究の結論の中心部分は、「現在までに定義され、戦われたテロリストに対する

世界的な戦争は、危険なまでに無差別で、野心的なので、その要素は合衆国の安全

保障の利益とアメリカの国力に合致するよう再調整されるべきだ」である。こうした再調

整は、戦争の目的を非現実的なものから現実的なものへ、伝統的な軍事力の運用に

ついて無用な物議を醸すことへの脱却が必要である。特に、ＧＷＯＴを現実的に制限

するには、以下の基準を必要とする。

（１） 脅威の分離



これは、思考と政治の両方において、ならず者国家をテロ組織から分離して取り扱

い、テロ組織を合衆国と戦争をしていないテロ組織と分離することを意味する。ならず

者国家とテロ組織を分離できない脅威として近似させることは、重要な性質の違い、

脅威の程度、合衆国の軍事行動の脆弱さを無視している。アルカイダは、合衆国との

戦争において、沢山のアメリカ人の命を欲する、抑止できない組織である。北朝鮮は

、（目下のところ）抑止可能（破壊も可能）な国家で、合衆国と本物の戦争をしていな

い。同様に、すべてのテロ組織を、テロリズムの包括的な脅威にまとめることは、不当

にも、合衆国の安全保障の利益の脅威にならない敵のグループを作ってしまう。テロ

リズムは、どんな目的においても、ひどく恐ろしい手段を用いるが、バスクのＥ．Ｔ．Ａ

やタミル・タイガーは、合衆国にとって現実の脅威だろうか？　戦略には、たとえば、

脅威の識別や取り組みの優先順位など、不十分な資源の枠組みの中で選択すること

が必要である。

（２）予防戦争を、ならず者国家がＷＭＤを獲得するのを監視する本来の政策へ、信

頼性のある抑止力へと置き換える

　この基準は、合衆国の政策の焦点を、ならず者国家がＷＭＤを獲得することから、

ならず者国家がＷＭＤを使うことへ焦点を移す。効果的な受け入れがたい報復の脅

威によって、ならず者国家がＷＭＤを使うことを阻止できるとか、ならず者国家はもっ

ぱら脅迫と侵略のためにＷＭＤを探し求めているという証拠はない。しかしながら、な

らず者国家が、ＷＭＤの獲得するのを抑止するのに失敗した証拠はあり、実際に予

防戦争政策を宣言したことが、獲得を促進した証拠はある。予防戦争は、どんな場合

でも友好国や同盟国を遠ざけ、合衆国を孤立させ、不必要に苦しめる（イラクの場合

のように）。抑止力に第一に依存する政策は、あらゆる危機において、生来持ってい

る先制攻撃の選択肢を排除し、そして予防戦争とは対照的に、厳密な基準の下での

法的な制裁措置を持っている。

　コリン・グレイは、予防戦争を行うことに反対し、「アメリカ人の政治、諜報、軍事の資

源への要求が厳しすぎる」ために、予防戦争は「同時多発テロ以降の時代の主要な

戦略上のアイデアである」と説得力を持って述べている。

合衆国は、なしうるすべての抑止力を行使する以上に実践的な選択肢を持っていない。もし、この

見解が受けいられないなら、その動かしがたい影響は、合衆国を世界秩序の保安官として、先制

攻撃や予防戦争に代表される、指導的立場としての職務を遂行する政治的な手段により、英雄的

な行動を取ることを要求する。先制攻撃と予防戦争は、抑止力とは対照的に、一応は機能するの

で、明白な魅力を持っている。しかし、それらには、安全保障全体に見込みのない冒険を助長す

る危険がある。
119



　コンドリーザ・ライス博士は、２０００年にこのことに決着をつけている。「ならず者国家

に対応するための第一の防衛線は……ＷＭＤを手に入れた途端、彼らの武器は、そ

れを使うすべての試みが国家の消滅を招くために、使えなくなる……という、明白で、

古典的な抑止力の説明書きであるべきだ」
120

（３）ＧＷＯＴを、アルカイダを最優先課題とし、その同盟と本土の防衛に焦点を合わ

せ直す

　最近のイラクへの執心からすると、これは難しいだろう。しかし、要するに、アルカイ

ダはならず者国家ではないが、同時多発テロを行った者達であり、また、アルカイダ

はならず者国家ではないが、合衆国と西欧の世界的な利益に対してテロ攻撃を行い

続けているのである。イラクに対する戦争は、テロリズムに対する戦争への回り道であ

り、その不可欠な構成要素ではないのである。事実、イラクの自由作戦は、アラブの

心臓地帯に、巨大なアメリカの標的を確立することで、テロリストの脅威を拡大してい

るかも知れない。イラクの自由作戦によって被った予想外に巨額の費用と、継続して

いる影響は、恐らく、比較的安価なアルカイダに対する対テロ作戦の費用に影響は

与えないだろう。しかし、こうした費用は、本土防衛の極度の資金不足への資金拠出

を、ほとんど確実に遅らせる。

　実は、本土防衛は、恐らくイラクに対する戦争の最大のＧＷＯＴ用の機会費用であ

る。実例をあげると、およそ１５００億ドルがすでに認められており、あるいは、戦争と戦

後（いつまで続くか見当がつかない）の費用を賄うために要求されている。この数字は

、次の５年間で合衆国の機関が緊急事態に対応するための連邦政府の補助金の不

足分の見積もり、９８４億ドルを５００億ドルだけ越えている。この見積もりは、外交問題

評議会の後援の元に、特別委員会が作成したもので、２００３年の夏に完成した。この

研究、「緊急対応機関、極度の資金不足、危険な準備不足」は、同時多発テロの約２

年後に結論を出し、なにより戦闘用無線、警察部門のＷＭＤ防護装置、公共の衛生

研究所の基本装備と専門家、ほとんどの都市での有害物質検知器具の深刻な不足

のために、「合衆国は、アメリカ人の土地に対する壊滅的な攻撃に対して、準備不足

のままである」といっている。
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 そして、緊急対応機関は、資金不足の国土安全保障

を構成する沢山の中の一つなのである。

　（４）ならず者国家の体制を、戦争以外の方法で変革させる

　イラクで行っているような強制的な体制の変革は、予想できない出費と意図しない

結末をはらんだ事業である。小さな軍事的危険だけで旧体制を打倒したとしても、イ

ラクの場合がそうであったように、新体制を擁立する作業は、犠牲が大きく、長期化し

、戦略的な消耗になり得る。実は、合衆国の戦後イラクへの執心と、合衆国のイラン

や北朝鮮への攻撃に対するさらに強力な抵抗との組み合わせは、ほとんど確実に、

強制的な政権交代の標的としてのこれらの国々をどちらもとも正式に取り除いてしまう



だろう、といって差し支えない。合衆国はとにかくも、戦争以外の手段による技術的な

政権交代（例えば、秘密工作）の経験を沢山持っており、政権交代の手段がない場

合であっても、好ましくない政権の行動を変えるために、威圧的な外交活動や、貿易

・援助分野での譲歩のような手段がある。さらに、ほとんどの敵対する政権は、時間を

かければ変革させられる。ゴルバチョフ政権のロシアは、江沢民政権の中国が毛沢

東政権を認めないように、スターリン政権を認めることはなかったろう。

（５） イラクの民主主義よりも安定性を高め、合衆国のイラクに対する責任よ

りも、国際社会への責任に備えよ

合衆国はイラクでの、拡大解釈すれば、中東全体での期待をより下げるよう余儀な

くされている。イラクに民主主義を樹立することは、明らかに望まれる目標であり、合

衆国は目標が達成できるかどうかに関係なく、実行すべきである。しかし、民主主義

への道が、混沌としていたり、暴力に溢れていると分かり、一有権者が、一票を、一度

だけ投じる方法による神権政治の樹立の兆候が見えたら、合衆国は、カイロ、リヤド、

イスラマバードにおいては職務上の関係を楽しんでいるような、友好的な専制政治の

形での、安定化を図るべきである。これは間違いなく好ましい選択ではないが、少なく

とも最優先の安定性という短期的な合衆国の安全保障の利益に矛盾しない唯一の

選択肢になるかもしれない。同様に、合衆国はイラクにおけるその地位を、純粋に国

際管理下に置くことを受け入れるかもしれない。合衆国のイラク戦争に反対した、主

だった国々を包括して派遣される、国連が権限を持った多国籍軍は、アメリカがイラク

に駐留することと、合衆国がほとんど自力でやっている占領統治、戦後復興の生命や

財産への苦痛の両方を分かち合うことを正当化するだろう。

（６） 合衆国の軍の水準、特に地上軍の水準を再評価せよ

　イラクの自由作戦と、その余波は、全面的な合衆国軍の再評価を強く主張している

。しかしながら、防衛態勢の転換は、（なによりも）人的資源の技術の転換を強く主張

し、講和や国家建設といった戦後の作業は、人員の集中を本質とする。実は、防衛

態勢の転換は、合衆国がイラク国内で当面している任務には逆効果になるかも知れ

ず、そのほかの国家においては潜在的に、合衆国が緩和を選んだり、再生を試みる

ことができるだろう。フレデリック・Ａ・ケイガンは、なぜ「合衆国が最近の戦争には勝利

を収めながらも、しかし、攻撃を止めた後で安全保障における政治的な目標におい

て重大な困難に遭遇するのか」のかという理由について、「標的の集合体として敵を

認識し、すべて、あるいはほとんどの標的に命中させれば、必然的に相手は降服し、

アメリカ人の目標が達成されたと信じる」という「戦争の考え方」が存在すると言ってい

る。「この考え方は、どれくらい、完全に、敵を打ち負かしたのかと、敵国で現在は銃

弾が飛ばなくなったように見せているものは何かという重要さを無視している」
122

 ケイ



ガンによれば、「合衆国全軍を軍事的に態勢転換する最近の計画の全体的な狙いは

……この種の狙いが決まっている思考方法の推進と完成に目標が定められている」

123
 さらなるポイントは、次の通り。

他国の政権が交代することを要求する国家が直面している最も難しい任務が、新しい政権のため

に、敗北した国民の支援活動を請け負うことならば、その国家の軍隊は、物を破壊したり、人々を

殺す以上のことをしなければならない。彼らは、重要な大衆の中心地や国家的な基盤施設を確保

しなければならない。彼らは、治安を維持し、安定した新政権を樹立しようとするアメリカの努力を

台無しにする人道上の大惨事が進行するのを防止しなければならない。
124

これらの任務は、沢山の地上軍を、長期間に渡って必要とするだけでなく、さらにこう

いう認識が必要である。

合衆国が政権交代を目的とした戦争を請け負い、世界的な事件を統制したり、監督したりする、最近

の重要な役割を続けようとするならば、その戦争のイメージを根本から変えなければならない。単純

に、どうやって、遠くの部隊によって敵を砲撃して降伏させるかを考えるだけでは不十分である。戦

争計画は、敗北した政府から新政権へ移行させる方法も考えなければならない。超大国が知ろうとし

ない意向に基づいたドクトリンは、この任務においては失敗するだろう。政権交代には、国家建設と

平和維持が、手がつけられないほどもつれ合っている。これらの要素は、発端からすべての計画に

要素として入っているべきだ……

効果的に政権を交代させるには、合衆国軍はできる限り素早く、継続的に敵の地域と大衆を進ん

で統制すべきである。この統制は、機械によって、ましては爆弾によって達成されることはない。他

の人間と交流している人間だけが、それを達成できるのだ。戦争という政治の延長における成功

への望みは、転換問題へ人的な要素を復活させることなのである。
125

　アメリカ人は、歴史的に戦争は政治の代用品だ考えてきたし、合衆国の軍隊は、先

天的に戦争以外の軍事作戦を行うのを嫌がるようである。しかし、ケイガンの論文は、

転換の構想のために陸軍への定量的な投資を止めないことの重要性を強調している

。実際に、現在と予想される状況における陸軍の最終兵力の増加の可能性は検討さ

れるべきであろう。

　最近定義され、実施されたテロリズムとの世界規模の戦争は、戦略的に焦点が合っ

ておらず、実行できること以上に期待されており、絶対無比の安全保障を求める、終

わりがなく、見込みのない探求を行うことにより、合衆国の軍事とその他の分野の資源

を消散させる危機をはらんでいる。合衆国は、アルカイダを打ち負かし、殲滅すること

もできるかもしれない。しかし、それはテロリズムどころか、邪悪に満ちた世界を解放

することはない。
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